
Foreword
「国民主導」の観点から「どこでもMY病院」や
シームレスな地域連携医療のために ITの活用を　 野 口　 聡 氏

Feature

いまこそ取り組む医療機関のエコ&コスト対策
エコ活動と IT　省エネ活動への取り組みと電子カルテシステム導入時の効果
春日井市民病院 
エコ活動に取り組む　目に見える“ 数字”でエコ活動を示し意識改革と経費節減による経営改善に大きな成果
医療法人ダイワ会 大和中央病院
コスト削減に取り組む　職員にコスト意識を持たせて1年間で1億円の医療材料費カットに成功
四日市社会保険病院

Special Report
eXChart（エクスチャート）によるカルテ情報の二次利用に取り組み
医療技術評価の基盤の構築を図る　山口大学医学部附属病院　井上　裕二 氏

Case Study
高知県立幡多けんみん病院
脳卒中の地域連携パスなど急性期から回復期、介護までスムーズに情報共有できる環境を構築

地方独立行政法人秋田県立療育機構 秋田県立医療療育センター
電子カルテを核としたシステム連携で乳幼児期から成人期までの長期間にわたる
子どもたちの成長をサポート
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Part Ⅰ ─エコ活動と IT　User's Voice　春日井市民病院 
省エネ活動への取り組みと電子カルテシステム導入時の効果
渡邊　有三 氏・蔭山　幸枝 氏・宮澤　勝弘 氏
Part Ⅱ ─エコ活動に取り組む　Model Case　医療法人ダイワ会 大和中央病院
目に見える“数字”でエコ活動を示し
意識改革と経費節減による経営改善に大きな成果
Part Ⅲ ─コスト削減に取り組む　Interview　四日市社会保険病院
職員にコスト意識を持たせて
1年間で1億円の医療材料費カットに成功 松本　好市 氏

Special Contribution
療養病床の最新動向と今後の対応　松原 喜代吉 氏
医療情報システム研究会の近況報告と
電子カルテユーザーの省エネ対策について　杉原　敬彦 氏
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中堅病院向け電子カルテシステムと
シームレスな連携を実現した介護事業者支援システム 富士通株式会社

カラー電子ペーパーで、きめ細やかな案内を実現　富士通株式会社

電子カルテシステムとユニファイド コミュニケーションの連携で
安全・安心に貢献 富士通株式会社

Special Report
山口大学医学部附属病院　井上　裕二 氏
eXChart（エクスチャート）によるカルテ情報の二次利用に取り組み医療技術評価の基盤の構築を図る

Topics
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　IT 戦略本部では、2010 年 5 月 11 日

に、「 新 た な 情 報 通 信 技 術 戦 略 」 

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/

it2/100511honbun.pdf）を公表しまし

た。わが国の IT 戦略は、これまでも

策定されてきましたが、今回は「国民

主導」という観点から考えられている

点が、従来と大きく異なります。

　この観点から今回は、3 つの柱が掲

げられています。それが「国民本位の

電子行政の実現」と「地域の絆の再生」、

「新市場の創出と国際展開」です。こ

の中で医療分野は、「地域の絆の再生」

の主要項目として取り上げられてい 

ます。

　具体的な取り組みは、「『どこでも

MY 病院』構想の実現」、「シームレス

な地域連携医療の実現」、「レセプト情

報等の活用による医療の効率化」、「医

療情報データベースの活用による医薬

品等安全対策の推進」の 4 項目です。

　「『どこでも MY 病院』構想の実現」

では、国民が自分で医療・健康情報を

蓄積し、自分の体の状態の管理をして

いくためのツールや仕組みを提供する

ことをめざします。これは、個人を介

して医療情報を有効活用するものであ

り、これまで医療機関が持っていた情

報を個人に提供する点で大きな意義が

あります。

　「シームレスな地域連携医療の実現」

は、生活習慣病など疾病の悪化を抑制

するといった、具体的な成果の上がる

地域連携システムを構築していきま

す。さらに地域連携を介護の分野まで

拡大し、データを共有できる仕組みの

構築をめざします。

　この 2 つの取り組みは、個人を経由

した医療情報の活用と、医療・介護機

関間での情報の活用という違いがあり

ます。ただし、医療情報を有効に活用

し、医療の質を向上させていく点では

密接にかかわっていると言えます。

　これらの目標を実現するためには、

現時点ではいくつかの課題があるのも

事実です。例えば、「『どこでもMY病院』

構想の実現」では、個人が医療情報を

継続的に管理するためには、蓄積した

データの移動ができるポータビリティ

の確保が重要です。一方、「シームレ

スな地域連携医療の実現」に向けては、

関係する医療機関などで情報連携がで

きるよう低コストなシステムの活用が

ポイントです。

　IT 戦略本部では、これらの課題を解

決し、目標を実現するために、より具

体的な取り組みをまとめた「工程表」

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/

it2/100622.pdf）を 6 月 22 日に公表し

ました。この中では、タスクフォース

を設けて施策を進めていくこととして

おり、9 月 8 日に第 1 回目の会合が行

われました。以降、調査・検討を進め、

2011 年 2 月ごろを目途に取りまとめを

行う予定です。この内容を基に、来年

度から関係省庁が連携して、各目標の

実現に向けて具体的な検討やモデル事

業などを行っていきます。

　「『どこでも MY 病院』構想の実現」

では、2011 年度以降、運営主体などサー

ビス提供の枠組みについて経済産業省

のモデル事業などを行いつつ、検討を

進めます。また、「どこでも MY 病院」

で取り扱う医療・健康情報として診療

明細書・調剤情報の標準フォーマット

や提供方法などの検討も行い、2013 年

度中に第 1 期サービス開始をめざしま

す。特に標準フォーマットについては、

業界団体との連携が必要と考えてい 

ます。

　「シームレスな地域連携医療の実現」

では、2011 年度以降、生活習慣病など

の疾病管理において、また、在宅医療

と介護の連携において、どのような情

報を共有することが望ましいか、厚生

労働省、経済産業省、総務省が検討を

行い、地域連携ネットワークのモデル

プランを実施します。このプランを参

考に、各地区の医療・介護機関では、

地域の疾病構造を踏まえて連携に取り

組んでいただきたいと思います。また、

医療と介護との連携を進める上では、

異なる業種を連携させていくことにな

るので、きちんとモデルを示すことが

大切だと考えています。2012 年度には

診療報酬と介護報酬の同時改定がある

ので、それと連動して、両者が共有し

て意義のある情報の内容について検討

していきます。

　IT 戦略は、計画の遂行が重要なので

はなく、医療現場にとって有効な IT

を普及させることが大事なので、医療

現場からの建設的なご意見を期待して

います。また、「どこでも MY 病院」

の実現には、医療機関のご理解・ご協

力が必要です。情報提供することが患

者さんの信頼につながると積極的に考

えていただきたいです。同様にシーム

レスな地域連携医療についても、ほか

の医療機関や介護施設と、「オープン

なワークシェアをする」というポジ

ティブな考えで医療機関の皆様に取り

組んでいただきたいと思います。■

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）の「新たな情報
通信技術戦略」では、「国民主導」の観点から、国民自らが医療・健康情報を
管理・活用する「どこでもMY病院」やシームレスな地域連携医療などの目標
を掲げています。この実現に向けては医療機関の積極的な対応が必要となります。

「国民主導」の観点から「どこでもMY病院」や
シームレスな地域連携医療のためにITの活用を

野 口　 聡 氏

内閣官房情報通信技術（IT）担当室　内閣参事官
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野 口　 聡 氏（のぐち　さとし）
1989 年東京大学工学系研究科（修士課程）航
空コース修了後、通商産業省（現・経済産業省）
入省、機械情報産業局宇宙産業課に配属。その後、
防衛庁（現・防衛省）や日本貿易振興機構
（JETRO）ニューヨーク・センター出向などを
経て、2007 年経済産業省商務情報政策局情報
プロジェクト室長、2009 年 7月から現職。
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HOPEユーザーに学ぶ
導入から運用までの実際病 院 編Ⅰ

　地域の医療資源を有効に活用する

ため、以前から地域医療室を設け、数

年前からは脳卒中と大腿骨頸部骨折

の地域連携パスの運用を始めました。

地域連携パスは順調に運用されてい

て、後方連携の施設も協力的です。こ

れにより、当院を中心に前方連携・後

方連携の体制が築けています。

　私自身、脳卒中の地域連携パスの

作成、運用に携わっており、これを電

子化したいという思いはずっと持って

いました。そうした中で、県の補助金

を受けて、地域連携ネットワークシス

テムを導入することが決まりました。

当院はその中で唯一の基幹病院とし

て、高い医療水準を維持していく使

命があると考えています。地域の救

急医療の受け皿としての機能も重視

しており、依頼はすべて引き受けて

います。高知県の地域保健医療計画

で脳卒中センターと位置付けられて

おり、地域の脳卒中の患者さんに 

24 時間 365 日対応しています。

前方・後方連携でパスを活用

Q：幡多けんみん病院の特色を教え
てください。

西村氏：幡多地区は、医療圏の中で

医療がほぼ完結している地域です。

IT 化のねらいと導入の経緯
地域連携パスの電子化を主な目的に

「しまんとネット」を立ち上げ

脳卒中の地域連携パスなど
急性期から回復期、介護まで
スムーズに情報共有できる環境を構築

「しまんとネット」の運用開始により 
住民が安心できる地域完結型医療へ

高知県立幡多けんみん病院
地域医療ネットワークシステム「HOPE/ 地域連携」

高知県立幡多けんみん病院
〒 788-0785
高知県宿毛市山奈町芳奈 3-1
TEL 0880-66-2222
FAX 0880-66-2111
URL http://www.pref.kochi.lg.jp/~hata/

高知県西部の幡多地域に、新たな県民病院として 1999年に開院した高知県立幡
多けんみん病院。地域に唯一の基幹病院としてスタートを切った病床数355床の
同院は、地域連携による地域完結型医療の提供を目標に、ほかの病院や診療所と
の機能分化を進めてきました。そして、電子カルテシステムHOPE/EGMAIN-
GX のデータを連携先の医療機関や介護施設と共有することを目的に、2010 年
3月にHOPE/ 地域連携を用いた「しまんとネット」の運用を開始。脳卒中の地
域連携パスを電子化するなど、地域医療の充実を図っています。

interview
西村　裕之 脳神経外科部長

上熊須 英樹 経営企画課員

吉 本　 瞳 経営企画課員

松岡　真弓 診療情報管理室員

導入準備とシステム稼働
既存の地域連携で生まれた「つながり」を
下地にスムーズにネットワークを構築

3 か月の短期間でシステム構築

Q：導入の準備にあたって、苦労し
た点はありますか。

西村氏：院内にもともとあった地域連

携パスの組織がそのままシステム導入

の委員会として機能しました。また、

地域の医療機関も含めた地域連携パス

委員会もすでにありましたので、特別

苦労することはありませんでした。

前列左から、吉本瞳経営企画課員、西村裕之
脳神経外科部長。後列左から、上熊須英樹経
営企画課員、松岡真弓診療情報管理室員。
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導入メリットと今後の展望
システム導入をきっかけに生まれた
人のつながりが大きな資産に

報量も増えました。手書きの場合、

1 枚の紙の半分を急性期、半分を回

復期としているところが多いと思い

ますが、Excel データで、急性期を

1 シート、回復期を 1 シートとして

使うようにしたので、実際に書き込

めるスペースも増えています。

「しまんとネット」の機能を強化し
さらにメリットが得られるシステムに

Q：「しまんとネット」のこれから
の展開を教えてください。

西村氏：連携先施設を増やして、ネッ

トワークを広げていきたいと思ってい

ます。また、現在大腿骨頸部骨折の

地域連携パスの電子化を進めており、

ほかの疾患についても他科の医師か

ら要望をもらっているので、さらにパ

スの種類を増やしていくつもりです。

このほか、地域の介護施設を中心に

取り組んでいる退院調整や、退院用

の用紙のダウンロードなどを、「しま

んとネット」上でできるようにするこ

とも検討しているところです。

吉本氏：医師や看護師などにとって、

実務的なメリットのあるシステムにし

ていきたいと思っています。例えばケ

アマネージャーからは、介護保険申

請をする際の主治医意見書のやりと

りを「しまんとネット」上でできるよ

うになれば、とても有用だという意見

が寄せられています。

このような要望を少

しずつシステムに反

映していきたいです。

西村氏：将来的には、

当院の患者さんでは

なくても、「しまんと

ネット」に参加して

いる施設同士で、双

方向性のある情報共

有ができるようにな

れば、利便性、有用

性が高くなると考え

ています。■

顔を合わせての話し合いが
以後の密な連携体制に

Q：動き出した「しまんとネット」
の手ごたえはいかがでしたか。

西村氏：参加を呼びかけた時の反応

は、思った以上でした。やはり連携

先の医療機関にとっては、転院前か

ら患者さんの情報が正確に把握でき

ることは大きなメリットだと思いま

す。介護施設では利用者が当院に入

院していても、その情報を把握でき

ていないケースがあり得たのですが、

「しまんとネット」に参加してもらえ

れば、そのようなこともなくなります。

Q：�幡多けんみん病院にとって、どの
ようなメリットを得られましたか。

吉本氏：「しまんとネット」をきっ

かけに、実際に地域の医療機関や介

護施設に足を運び、顔を合わせて話

をする機会を得たことは、当院に

とってプラスになる経験でした。よ

り密度の濃い地域連携ができるよう

になったと実感しています。

松岡氏：かつては最初の紹介状など

の書面の情報だけしかなかったので

すが、いまではカルテを見てくださ

いというだけで、スムーズに最新の

情報を共有できるようになりました。

見やすく情報量も多い 
パスシートを実現

Q：脳卒中の地域連携パスの電子化
によるメリットはありましたか。

西村氏：「しまんとネット」上で運

用するにあたり、地域連携パスの

フォーマットを少し変更したことも

あり、パスシートそのものが見やす

くなったと思っています。

　手書きと比べると、書き込める情

高知県立幡多けんみん病院

上熊須氏：導入決定から稼働までの

期間が短く、地域の病院や地区医師

会との調整や説明会を始めたのが 

5 か月前、システムの構築作業は 

3 か月弱で進めたので、急に忙しく

なった印象はありました。

　ネットワーク接続にあたっては、

例えば連携先の Excel のバージョン

が低すぎて機能しなかったり、セキュ

リティの設定によって接続できない

問題が起きたので、事前のシミュレー

ションが大事だと思いました。

「脳卒中地域連携クリニカルパス」は急性期から回復
期へという診療の流れの中で運用されています。

「脳卒中病診連携パス」は、在宅の患者さんが普段は
かかりつけの診療所で診療を受け、半年、あるいは 
1 年に 1 回幡多けんみん病院を受診するような、慢性
期医療における地域連携パスとして運用されています。
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地域完結型医療のため
基幹病院との情報共有を図り
回復期医療やターミナルケアの
重責を担う
筒井病院では、自院の役割を明確化して地域で完結する医
療に取り組んでいます。その中で、「しまんとネット」を活
用して、地域医療の重責を果たしています。

医療法人互生会 筒井病院

地域における役割を自ら決めて、 
地域完結型医療に貢献

　筒井病院は 1957 年の開院以来、幡多地域で当時
のゴールドプラン（高齢者保健福祉推進 10ヵ年戦
略）に沿った役割を果たしてきましたが、2000 年
からは新しいゴールドプラン 21 に合わせ、プライ
マリケア、回復期リハビリテーションとともに、介
護保険への対応を進めています。
　「幡多けんみん病院では救急を断らないので、私たち
は助けられています。その後の退院調整の連携を密に
とりながら、回復期の治療、看取りまでを地域で完結
できるように努力しています」と、筒井大八理事長は話
します。
　筒井章仁医師も、「療養病床で、1 週間程度で転
院を受け入れるというのは、運営上なかなか大変で
すが、基幹病院を守ることは地域を守ることであり、
自分たちを守ることでもあると考え、その役割を
まっとうすることを基本方針としています」と、地
域医療への考えについて説明しています。

すぐに必要な情報が得られることは
医療者だけでなく患者さんにもメリット

　幡多地域では、幡多けんみん病院の HOPE/ 地域連
携導入に先立ち、すでに地区医師会主導で電子カル

テシステムのネットワークが稼働していました。そ
のため端末や回線は設置ずみで、「『しまんとネット』
への参加にあたって、新たな設備投資は一切不要で
した」と、浅井慎介診療情報管理士は述べています。
　実際に動き出した「しまんとネット」の魅力につ
いて、筒井医師は「幡多けんみん病院の医師にして
も私たちにしても、紹介した患者さんの予後は気に
なります。当院でも入院時はもちろん、退院時、亡
くなったときなど、できるだけ連絡するようにはし
ていましたが、ネットワークシステムが構築された
ことで、知りたいタイミングで情報を得られるよう
になり、お互いに大きなメリットになっています。
患者さんにとっても、安心につながっています。ま
た、放射線検査画像は DVD でやりとりしていまし
たが、見たいときにすぐ端末から参照できるように
なりました」とメリットを挙げています。
　高橋百合看護部長は、これからの課題として、「例
えば幡多けんみん病院から事前に FAX で送られてく
る紙 1 枚の退院調整票などでは、十分な情報を得ら
れませんし、リアルタイムではないため、実際の患者
さんの状態が変わっていることがあります。こうした
情報がもっと『しまんとネット』を介してやりとりで
きるようになれば、必要な情報をすぐに得られる上に、
FAX も不要になり個人情報保護の観点からも効果的
だと思います」と、機能強化の要望を挙げています。

　地域連携では、急性期医
療の後の回復期、ターミナ
ルケアも重要だという筒井
理事長の考えの下に、グルー
プで年間約 30 人の看取り
を行う同院では、介護やター
ミナルケアの分野での「し
まんとネット」のさらなる
活用に大きな期待を寄せて
います。■

病棟にある電子カルテシステム端末から「し
まんとネット」にアクセスできます。

左から高橋百合看護部長、筒井大八理事
長、筒井章仁医師、浅井慎介総務課・診
療情報管理士。

〒 788-0783
高知県宿毛市平田町戸内 1802
TEL 0880-66-0013
FAX 0880-66-0078
URL http://goseikai.jp/tsutsui-h.html
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に支援していくという理念があり、そ

のためには長いスパンでのデータの

保存、蓄積が必要です。その理念に、

電子カルテシステムは応えてくれる

と考えました。

石原氏：当センターは、27 年と 51 年

という長い歴史を持つ 2 つの施設が

合併してできました。保存されてい

た紙カルテやフィルムの量は膨大な

もので、ペーパーレス化、フィルム

レス化をしなければ、施設内に保管

するのは不可能だったでしょう。

Q：IT化のねらいは何でしょうか。
遠藤氏：情報の共有が大きな目的で

す。また、子どものライフステージ

を通して、切れ目なく診療情報を見

ることができるようにしたいという

思いもありました。生まれてから成

人期になるまで当センターで継続的

医療と療育に携わるスタッフ間の
情報共有を重要視

Q：秋田県立医療療育センターの特
徴を教えてください。

遠藤氏：当センターは一般の病院と異

なり、医療だけでなく、保育や教育も

行うという大きな特徴があります。対

象となる患者さんは身体的、知的、精

神的な障がいを持つ子どもたちで、

一般的な教育のほか、日常生活の指

導が必要になる場合もあります。

　内科的な治療のほか手術が必要な

場合もあり、リハビリテーションに

おいては理学療法、作業療法、言語

聴覚療法など各分野の専門家が 1 人

の子どもに多面的に向き合う必要が

あります。ですから、スタッフ間の

情報共有はきわめて重要です。

IT 化のねらいと導入の経緯
情報共有とライフステージを通した
データの蓄積を目的にシステムを導入

電子カルテを核としたシステム連携で
乳幼児期から成人期までの長期間にわたる
子どもたちの成長をサポート
医療者や保育士など多様な職種間で 
情報共有を図り医療と療育の質を向上

地方独立行政法人
秋田県立療育機構 秋田県立医療療育センター
電子カルテシステム「HOPE/EGMAIN-NX」

地方独立行政法人秋田県立療育機構
秋田県立医療療育センター
〒 010-1407
秋田県秋田市上北手百崎字諏訪ノ沢 3-128
TEL 018-826-2401
FAX 018-826-2407
URL http://www.airc.or.jp/

2010年 4月、秋田県太平療育園と秋田県小児療育センターの再編統合により、秋
田県立医療療育センターが開設されました。乳幼児期から疾病、障がいのある子
どもを対象に、リハビリテーションをはじめとする医療を提供するとともに、教
育や生活を支援するための療育の機能も併せ持つ同センターでは、施設の新規開
設を機に、HOPE/EGMAIN-NXと、障がい者施設向け介護・生活支援システム「ク
レヨン」を導入。その連携により医療側と療育側のスタッフ間の情報共有環境を
充実させて、子どもたちの成長の総合的な支援に役立てています。

連携稼働実績のある 
システム同士の組み合わせが
最適と判断

Q：導入準備はどのような手順で進
めましたか。

坂本氏：建物の設計の段階で、サー

バ室も決める必要があり、2 年半く

らい前からシステムの選定を始めま

した。IT 化に関する案件は、シス

テム構築委員会ですべて処理し、決

定しました。

　委員会を組織したのは開院のほぼ

1 年前です。2 つの施設の全職種か

interview
遠藤　博之 理事長

石原　芳人 センター長

時岡　義幸 事務部長

坂 本　 仁 副センター長

山岡 ちや子 看護部長

小玉　公生 放射線科科長補佐

渋谷　清美 事務部副主幹

システム選定と導入準備
医療面では厳密さ、療育面では柔軟さが
求められたシステム選定
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導入メリットと今後の展望
HOPE/EGMAIN-NX の導入により
各部門のスタッフから高い評価

した。療育の側では、子どもがいつ

手術を受けるのかなど、いままで知

り得なかった医療側の情報が参照で

き、保育にも反映させられるように

なっています。

山岡氏：旧 2 施設にあった紙カルテ

はすべて PDF 化し、販売会社のシ

グマソリューションズに、新しい電

子カルテの ID へのひも付けを実施

してもらいました。これにより、開

院前の情報も画面上で参照できるよ

うになっています。例えば、障害者

自立支援法の施行により、療育では

全員が措置入所として IQ を測定で

きなくなったのですが、小児療育セ

ンターでは行っていたので、そちら

を参照するといった利用も可能です。

　情報を継承して継続的に利用でき

ることには、大きな意味があると

思っています。乳児期の通院から高

等部を卒業するまでの紙カルテは、

とじひもで結べないぐらい膨大な量

になります。その保管スペースが不

要になるだけでも、十分なメリット

です。

ら、約 30 名を集めて、2 週 

間に 1 回の定期的な会合

に加え、必要に応じて毎

週集まり、各部署から吸

い上げた意見を検討、方

針を決めて、各部署に持

ち帰ってもらう形で、準

備しました。

Q：システム選定のポイント
を教えてください。

坂本氏：最も重要なのは、当センター

は医療だけでなく、療育の事業を行

わなければならない点です。その両

方を実現するシステムでなければ、

採用できません。医療では情報の正

確性や厳格性が求められ、療育では

柔軟なフレキシビリティが必要にな

ります。

　複数のベンダーから提案がありま

したが、私たちの要望に最も応えて

い た の が、 富 士 通 の HOPE/

EGMAIN-NX と、富士データシステ

ムのクレヨンというシステムの組み

合わせでした。この 2 つのシステム

は、すでに連携をとって稼働してい

る実績があったことも、選定理由の

1 つとなりました。

情報共有と過去カルテの 
データ化で医療、療育とも充実

Q：稼働後は当初の目的を実現でき
ているのでしょうか。

坂本氏：長期間にわたるカルテや画像

など、膨大な資料を診療のたびに探し

て搬送する必要がなくなりました。

　また、全職種が情報を参照し、共

有できるようになったことで、例え

ば医師、保育士、臨床心理士が互いに、

ある子どもについてどう考えている

か、といったことを正確につかめる

ようになりました。家族の心理的な

葛藤などは、直接医師には言いにく

いことでも、看護師や保育士とは話

し合える場合がありますし、

その情報を医師が参照する

ことができるようになりま

外来診察室。高精細液晶モニタ 2 面に、
放射線検査画像を表示し、拡大などし
ながら見せることで、インフォームド・
コンセントにも効果を上げています。

病棟のスタッフステーション。写真の手前
が HOPE/EGMAIN-NX、 奧 が ク レ ヨ ン。
スムーズなシステム連携により、きめ細か
なケアを実践しています。

遠藤　博之 理事長 石原　芳人 センター長 時岡　義幸 事務部長

前列左から、坂本仁副センター長、山岡ちや子看護部
長。後列左から、小玉公生放射線科科長補佐、渋谷清
美事務部副主幹。



秋田県立医療療育センター

7HOPE VISION　Vol.13

地方独立行政法人
秋田県立療育機構

当初の目的に加え
部門ごとにメリットを実感

Q：各部門では、どのようなメリット
が得られましたか。

石原氏：カルテはもちろん、リハビリ
テーション室の予定や、短期入所の状

況など、センターの管理にかかわる情

報も、すぐにわかるようになりました。

見たい情報が、いつでも、どこからで

も見られるのは非常に便利です。

時岡氏：診療報酬の体系がどんどん
複雑化しており、特に当センターで

多い乳幼児加算点数の計算はきわめ

て複雑です。しかし、電子カルテシ

ステムと医療事務システムが連携で

きているので、正確かつ迅速に計算

できるようになり、患者さんの待ち

時間の短縮などにつながっています。

渋谷氏：事務の面では、例えば当セ
ンターでは、医療施設の入院日数と

福祉施設の入所日数は原則的に等し

くなります。これまでは別々にチェッ

クしていたのですが、これがシステ

ム連携により、業務が格段にスピー

ドアップしました。

Q：フィルムレス化によるメリット
はありましたか。

小玉氏：各診療科に高精細モニタを
導入していて、診察室でも病棟でも

高画質の放射線検査画像をすぐに見

られるようになっており、全スタッ

フが参照できます。また、古いフィ

ルムや他院のデータなども必要に応

じて取り込み、それをすぐ診察室で

表示して、家族へのインフォームド・

コンセントに利用するようなことも

可能になっています。

Q： 看護支援システムの使い勝手は
いかがでしょうか。

山岡氏：看護部門では、部長が一番
恩恵を受けていると皆に言われてい

ます（笑）。日々の入退院数や空床

の状態などの統計、集計データが、

ワンクリックで見られるようになり

ました。また、4 月と 10 月に全入

院児の ADL評価を行っているので

すが、そのチェックなども簡単にで

き、とても助かっています。

　病棟では、例えば前回入院時の

データを知るためにカルテを探さな

くても、日付を入力するだけで、す

ぐに参照が可能です。外来でも、観

察した項目や家族の訴えなどを、看

護記録として空き時間にいつでも入

力できるようになったことが重宝が

られています。このほか、標準看護

計画を Excel ファイルにしてあり、

それを使えばデータが取り込めるよ

うになっているので、看護計画の立

案もスムーズになりました。

地域の病院、福祉施設との連携に
発展することを期待

Q：IT化の今後の展望をお聞かせく
ださい。

時岡氏：当初、私が県の事業として立
案、予算化したときの構想では、診療

報酬の請求業務と療育部門の障害児福

祉手当の給付のセット化による、業務

やコストの削減を目的に掲げていまし

た。さらに、大局的には、すでに設立

が決まっていた当センターを中心に地

域療育支援システムを構築し、郡部や

へき地などで日常生活を送る子どもた

ちの情報をネットワークで共有して、

医療療育の効率化や機能強化、質の向

上をめざしていました。ですから、そ

れらの理念の実現に近づくことを期待

しています。

Q：読者へのメッセージをお願いし
ます。

遠藤氏：医療情報のIT化は、単に時
流というだけでなく、情報の共有と蓄

積という大きなメリットを生みます。

　特に当センターのような施設にお

いて、1人の子どもにかかわる専門

職種間の理解の広がりが得られるこ

とは、きわめて有用です。システム

化によるセンター内のネットワーク

が、今後、地域のほかの病院や、福

祉施設などとの連携に発展していけ

ばと期待しています。■

（秋田県立医療療育センターの HOPE/
EGMAIN-NXの導入については、株式会社
シグマソリューションズ様〈http://www.
synap.co.jp/〉のご協力をいただきました）

医事部門
富士通 

HOPE/SX-J 

富士通HOPE/EGMAIN-NX 
看護部門 

富士通東北システムズ 
NUPLUS 

調剤部門 

検査部門 

放射線部門 

富士データシステム クレヨン

患者属性 

会計情報 

歯科部門
シグマソリューションズ 

e-Ripple 

勤務情報 

移動・食事情報 

実施情報 
画像参照 

依頼情報 

別途調達

依頼 

受付 
結果 

処方・注射 
オーダ 

移動 
食事情報 

診察券発行機 

リハ 
オーダ 

予約 
実施情報 

療育部門 

●共有フローシート
●通園管理
●入所業務
●自立支援請求業務
●相談業務
●各種記録管理
●各種帳票出力

患者選択
●ID入力 ●入院患者一覧
●氏名検索      ●診察券入力
●その他検索 ●受付患者一覧
●予約患者一覧

患者プロファイル
●基本情報
●病歴
●職業・嗜好・血液型・感染症・服薬歴等 
●受診歴
●保険情報

オーダ
●処方　　●注射　　●放射線
●食事・移動 ●検体検査 ●細菌検査
●リハビリ　●診療予約 ●処置
●生理検査 ●各種指導 ●手術

ツール等
●テンプレート　　  ●シェーマ
●病院ニュース　　●メール 
●文書作成　●マスタメンテナンス
●指示棒

文書作成・控え
●院外処方せん　　●カルテ控え
●各種指示せん・ラベル発行

看護支援
●病棟管理日誌
●看護管理日誌
●バイタルサイン入力
●看護計画
●ベッドサイド

モニタ
●オーダロック解除
●検体ラベル出力

リハビリ部門 

栄養管理部門 

電子カルテ・看護支援 

●予約管理
●スケジュール管理
●リハビリ計画
●リハビリ実施
●各種帳票出力

秋田県立医療療育センターのHOPE/EGMAIN-NX システム構成図
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環境問題は社会全体の問題でもあり、改正省エネ法の施行などにより、
医療機関にとっても無視できないテーマとなっています。また、医療
を取り巻く状況が厳しさを増す中、環境対策などを通じ、コスト削減
に取り組むことも重要です。そこで、Featureでは、医療機関のエ
コへの取り組みとコスト削減に焦点を当てます。

改正省エネ法の概要改正省エネ法の概要

　2010年4月1日施行の改正省エネ法の概要を説明します。
「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」は、
石油危機を契機として1979 年（昭和 54 年）に、“わが国
のエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源
の有効な利用の確保”と“工場、建築物、機械器具につ
いてのエネルギーの使用の合理化を総合的に進めるための
必要な措置を講ずる”ことを目的に制定されました。その後、
内外のエネルギー情勢の変化などに合わせ法改正があり、
2008 年 5月に大きく改正されました。
　今回の法改正により、これまでの工場・事業場単位のエ
ネルギー管理から、事業者単位（企業単位）でのエネルギー
管理に規制体系が変わります。事業者全体（本社、工場、
支店、営業所、店舗等）の1年度間のエネルギー使用量 （原
油換算値）が合計して1500kL以上であれば、そのエネルギー
使用量を事業者単位で国へ届け出て、特定事業者の指定
を受けなければなりません。
　省エネ法が規制する分野と事業者としては、現在、工場・
事業場、輸送、住宅・建築物、機械器具の 4つがあり、
医療機関の場合は「事業場（病院、ホテル、学校、オフィ
ス、小売店等）を設置して事業を行う者」の分類に属します。

特定事業者は、「エネルギー管理統括者（新設）」、「エネ
ルギー管理企画推進者（新設）」をそれぞれ1名選任し、
届け出提出の義務があります。さらに、工場・事業場単位に
「第一種エネルギー管理指定工場等」または「第二種エネ
ルギー管理指定工場等」を有している場合には、当該工場・
事業場ごとに従来どおり「エネルギー管理者」または「エネ
ルギー管理員」を選任し、届け出が必要です。
　特定事業者が行うべきことは、事業者全体での判断基準の
順守（管理標準の設定、省エネ措置の実施等）を行うととも
に、中長期的に見て年平均 1％以上のエネルギー消費原単
位の低減に努めることです。さらに、「中長期計画書」および
「定期報告書」を毎年度7月末日まで（2010年度は、11月
末日まで）に、本社の所在地を管轄する経済産業局と、工場・
事業場が行う事業の所管省庁に提出することが必要です。
　一方、改正された「地球温暖化対策の推進に関する法律（温
対法）」に基づき、2008年 4月1日から、温室効果ガスを多
量に排出する者（特定排出者）に、自らの温室効果ガスの排
出量を算定し、国に報告することが義務付けられました。エネ
ルギー起源CO2の排出量のみを報告する場合は、省エネ法
の定期報告書を使用し報告することが許されています。■

医療機関のいまこそ取り組む

　1935年の創業以来、「自然と共生するものづくり」を追求
してきた富士通グループは、環境保全を経営の最重要事項の
1つと位置付け、FUJITSU Wayの企業指針「社会に貢献し
地球環境を守ります」に基づき、環境経営に取り組んでいます。
　また、あらゆる事業領域で継続的に環境活動実践していくた
めに、理念と行動指針を明文化した「環境方針」、すべての
環境活動のベースとなるコンセプト「Green Policy21」、
2020 年をターゲットとする中期環境ビジョン「Green 
Policy2020」を定めるとともに、グリーン ICTによる環境負
荷低減プロジェクト「Green Policy Innovation」と「第 6期
富士通グループ環境行動計画」を推進しています（図 1）。
これらを通じて、自社グループのみならずお客様や社会の環境
負荷低減に貢献するよう努力しています。■

　1935年の創業以来、「自然と共生するものづくり」を追求

地球環境のために～富士通グループの環境活動～

図 1　富士通グループの環境活動体系（2007 年以降）

お客様・社会
への環境貢献

事業活動に伴う
環境負荷の低減

2007 2010 2012 2013 2020 2100 

お客様の環境負荷低減プロジェクト
Green Policy Innovation 
（2007～2012年度）

第５期
富士通グループ
環境行動計画
（2007～2009年度）

第6期
富士通グループ
環境行動計画
（2010～2012年度）

環境コンセプト
「Green Policy21」

すべてを
グリーンにします

富士通グループの
めざす姿 

中期環境ビジョン
Green Policy 
2020 
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〒 486-8510
愛知県春日井市鷹来町 1-1-1
TEL 0568-57-0057
FAX 0568-57-0067
URL  http://www.hospital.kasugai.

aichi.jp/

春日井市民病院 

自治体病院の地球環境負荷軽減のチャレンジ

平安時代の三跡の1人、小
お の の とうふう

野道風が生まれたという言い伝えがある「書の
まち春日井市」は、名古屋市の北東に位置し、人口 30万人を擁する中堅
都市です。春日井市民病院は病床数556床、外来患者数約1500人 /日
の急性期病院であり、2009年度省エネ大賞「資源エネルギー庁長官賞」
を受賞しました。自治体病院の省エネへの取り組みは珍しく、省エネ活動の
苦労話、そして電子カルテシステムへの切り替えがエコ活動に貢献する可
能性についてうかがいました。

Part Ⅰ エコ活動とIT User's Voice

省エネ活動への取り組みと
電子カルテシステム導入時の効果

宮澤　勝弘管理課課長
蔭山　幸枝看護部長
渡邊　有三病院長

に聞く
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地域完結型医療のための機能分担・連携が
最重要取り組み事項

─病院の特徴と重点取り組み事項についてお教えください。
渡邊氏：自治体立病院として地域において必要な医療を
安定的かつ継続的に提供していくこと、ほかの地区に依

頼しなくても当地で医療が完結するよう地域完結型医療

を実行することが使命と考えています。経営上の課題は多

く、昨年来のDPC切り替えなど事業改善計画を進めてい

ます。急性期病院として入院医療を充実させることはもち

ろんですが、同時に開業医との連携、機能分担を進める

ことが一番重要と考えています。そのため地域医療支援

病院の資格獲得に向けて紹介・逆紹介の推進、病床の開放、

検査装置の開放を行っています。もう1つは、急性期病

院として生き残るためには病院との連携も必要であり、リ

ハビリテーション病院など患者さんが自宅にお帰りにな

る前の段階の亜急性期・慢性期の医療を機能分担できる

病院との連携構築に取り組み始めたところです。

当初は病院が省エネすべきか？
大いに議論しました

─省エネ活動への取り組みのきっかけ、基本的な考え
方、苦労話をお聞かせください。
渡邊氏：市役所本庁で ISO14001 認証取得の機運が盛り
上がり、2006年 9月に病院が第一種エネルギー管理指定

工場に指定されたことをきっかけに、省エネルギー対策

委員会を立ち上げました。施設はじめ医療職以外の職種

のメンバーに恵まれ、皆がよく進めてくれたので、今日

の成果に結び付いていると考えています。当初は、「病

院が省エネすべきか？　安全が先か？」と大いに議論し

たことを委員として記憶しています。それでもできると

ころから手をつけよう、“出るを制する”ことの重要性

も認識して、少しずつ考えながらスタートしました。

─省エネ活動内容と成果についてお教えください。
宮澤氏：省エネパトロールや省エネ啓発活動のほか、熱
源機器の効率的な運用、ポンプ圧力の設定の見直しなど

運用手法の改善を中心とした42項目の対策により、

4年間で 2005年度比 14.8％削減（原油換算で 621kL

削減、CO2排出量で 1150t 削減）の省エネを達成し、

約 4000万円の光熱費を削減しました。

─職員の意識の変化はどのようでしたか。
渡邊氏：正直なところ電気、都市ガス、上水道のエ
ネルギー関係のコスト削減が中心であり、エコおよ渡邊　有三 病院長 宮澤　勝弘 管理課課長 蔭山　幸枝 看護部長
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電子カルテシステムのエコ効果

─病診連携の1つの形態ですが、患者さんの目の前で診
療所から診察予約、検査予約をネットワーク経由で行うと地
域全体のCO2排出量削減に効果があると考えられますが。
渡邊氏：すでに当院では、2007 年からインターネット
を使用して、診療所から診察・検査の予約を可能にして

います。約 200 診療所が接続可能であり、その中の約

3割の先生方が熱心に活用しています。

─まとめとして、電子カルテシステムへの切り替えに
より、省資源・省作業の効果は。
宮澤氏：電子カルテシステムの導入により、電気代は増
加しますが、それにも増してカルテ検索・搬送・保管の

労力削減とフィルム削減、カルテのペーパーレス化によ

り、全体としてCO2 排出量換算で、年間約 10t の削減〈杉

の木 710本分（注 1）〉をめざしています。

─院内提案制度の運用とこれまでの提案実績は。
渡邊氏：2007 年度より、職員からの提案制度として事
業計画書を提出することを始めました。来年何がしたい

か、必要な人員・費用はということを計画書として提出

してもらいます。幹部で提案の実現性を検討し優先順位

をつけています。また、医師全員のフラットな会議も開

催しています。院長室のドアはいつもオープンにして提

案を聞くようにしています。

宮澤氏：毎年数十件の事業計画書が提出され、2008 年
度は中期経営計画（公立病院改革プラン）策定のために

職員から募集した結果、171件の提案がありました。中

期経営計画事業報告書にあるように、実施状況も一般に

公開しています。

省エネ・環境配慮はコスト削減の効果もある

─富士通への要望、そして読者へのメッセージ。
渡邊氏：富士通には消費電力のより少ないクラウド型シ
ステムなどを開発してほしいと同時に、何と言ってもこ

れまでどおり 365日安定稼働する安全な電子カルテシス

テムをお願いしたい。そして、当院の省エネ活動につい

てはコスト削減効果など今後も情報提供し、また全国の

病院の事例を勉強させていただいて、病院機能評価の審

査項目にもなっているように、より地球環境を守る活動

につなげていきたいと考えています。■
注1： 杉の木1本（杉の

木は50年杉で高
さが20～ 30 m）
当たり1年間に平
均して約14 kgの
二酸化炭素を吸収
するとして試算。

び医療材料などのコスト削減の意識が全員に浸透するま

でにはまだ至っていないと考えています。全員浸透には

もう少し時間が必要だと思います。省エネ活動を牽引し

た各部署のリーダーは苦労の中で成長し、人材育成の面

にも確かな手応えを感じています。

電子カルテシステムによる情報の共有
看護業務負荷軽減に期待

─ 2011年 5月稼働予定の電子カルテシステムに期待
するところをお教えください。
渡邊氏：いつでもどこでも全患者のカルテの内容を必要
な職員が参照し、情報の共有ができることは大きな効果

です。カルテ庫・フィルム庫のスペース減少もあります

が、取りにいかなくて情報にアクセスできることはあり

がたいし、カルテの視認性も確保され、医療の継続性が

担保されることに期待しています。次のステップとして、

せっかく電子化された情報なので、医療機関内だけで使

用するのではなく、各ベンダー間の情報の互換性をとり、

情報は患者さんのものなので、どこの医療機関でも活用

できるようにしていくことが必要と考えています。

蔭山氏：看護関係では、従来同じ内容を複数箇所に書く
重複記載が多かったのが、ITで少なくなることを期待し

ます。また、従来はクリティカルパスの運用が十分では

なかったので、医療と看護双方でアウトカム達成を検討

してパス利用を進めていきたいと考えています。入院期

間の短縮の中で日常生活機能評価と退院時指導における

看護師の役割を、もう一度原点に戻って取り組んでいき

たいと思います。その意味で看護プロファイルに科学的

看護論のデータベース参照機能を取り込んでくれるの

で、安心しています。

紙はどうしても残る

─電子カルテシステム切り替えによるエコ効果について。
渡邊氏：省スペース、省人力のほかにフィルムレス、心
電図などの生理検査報告、眼科耳鼻科画像検査報告など

電子化によるペーパーレス効果が考えられます。しかし、

患者さんへの説明文書、同意書については紙が残ります。

蔭山氏：切り替え当初、看護ワークシートは勤務の最初に
先ず紙で印刷せざるを得ないと考えています。画面でも確

認できますが、移行期および紙でないと難しい看護師に無

理はしないように進めます。紙の使用を削減するだけがエ

コではないと考えています。エコは意識の持ちようで職場

のいたるところに工夫の余地があります。いかに「もった

いない」の精神でよく考えるかにかかっています。ノート

ブックPCによるベッドサイドでの実施入力と実施後の観

察まで入力して、ナースステーションと同じ状態で画面確

認できるようにすることに意味があります。

省エネ活動への取り組みと
電子カルテシステム導入時の効果Part Ⅰ エコ活動とIT User's Voice 春日井市民病院 ─



〒 557-0025
大阪府大阪市西成区長橋 1-2-7
TEL 06-6632-6181
FAX 06-6632-6133
URL http://www.daiwakai.or.jp

医療法人ダイワ会 大和中央病院

エコアクション21認証・登録制度への取り組みを通して
ムダをなくすという病院文化が生まれる

大阪市西成区にある大和中央病院は、病院や介護施設を展開する医療法人
ダイワ会の中核施設。一般病床 143床、療養病床 84を有し、救急医療
に力を入れるなど、地域に密着した医療に取り組んでいます。同院では
2006年6月、財団法人地球環境戦略研究機関持続性センター（IGES-CfS）
のエコアクション21認証・登録制度の認証を医療機関として初めて受けま
した。この取り組みを通じ、職員の省エネルギーやエコロジーに対する意識
が芽生え、経費節減にもつながり、病院経営に大きな成果を生んでいます。

Part Ⅱ エコ活動に取り組む Model Case

目に見える“数字”でエコ活動を示し
意識改革と経費節減による経営改善
に大きな成果
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医療機関で初めてのエコアクション21に登録

　エコアクション 21は、環境省が定めた事業者向けの

エコ活動に関するガイドライン。このガイドラインを基

にIGES-CfSが行っているのが、エコアクション21認証・

登録制度です（http://www.ea21.jp/）。事業者は、自分た

ちの活動の審査を受けて、ガイドラインに基づいた活動

だと認められた場合、認証・登録証が発行されます。

ISO14001 の取得が難しい中小規模の事業者を主に対象

としており、業務改善にも結び付けられる“取り組みや

すい”環境経営システムだと言えます。

　この認証を医療機関で初めて取得したのが、大和中央

病院。同院は、2002 年に現在地に新築移転しており、そ

の際経費節減などを目的に、コージェネレーションや厨

房のオール電化、照明スイッチの細分化などの設備投資

をして、省エネルギー型の

施設・設備となっていました。

　同院がエコアクション 21

認証・登録制度に取り組む

きっかけとなったのは、南

克昌理事長が大阪市内の事

業者のエコ活動を支援する

大阪市環境経営推進協議会

の役員を務めていたことか

ら。2005 年に同協議会でエ

コアクション 21への参加を呼びかける説明会があり、

南理事長のリーダーシップにより、同院も手を挙げまし

た。当初、こうした活動は、光熱費の削減などにより、

患者サービスの低下につながると危惧する声も院内にあ

りました。しかし、エコアクション 21認証・登録の担

当者になった同院理事の小橋俊昭事務長は、「経費節減

ができることに加え、職員に省エネルギーやエコロジー

に対する意識を持たせ、家庭などでの日常生活でも取り

組んでほしいとの考えで実施を決めました」と、ねらい

を述べています。

名札の裏や室内に「環境理念」と
「環境活動基本方針」を

　大和中央病院では、認証・登録に向けて、IGES-CfS

のエコアクション 21中央事務局の指導を受けながら、

約半年をかけて、目標設定と審査に必要な書類の作成を

行いました。小橋事務長と総務課長が月に 1回、事務局

とともに、電気、水道、ガス、ガソリンなどの使用量、

廃棄物排出量などについて 2003、2004 年度の実績を算

出した上で、それぞれの項目ごとに、5年間かけて削減

していく目標数値を年度ごとに設定していきました。こ

れについて、小橋事務長は、「事務局からの指導もあり、

患者サービスの低下にならないよう注意しながら、徐々

に数値が下がっていくよう設定していきました」と説明

しています。小橋　俊昭 事務長
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ることで、職員のエコ活動への意識を高めています。

職員の意識が変わり、経費も節減

　このような取り組みの結果、2006 年度以降、2年ごと

に更新を行い、2009 年度も 2010 年 6月に認証を受けて

います。この取り組み以前の 2003 年度CO2 の排出量は

109 万 4946kg でしたが、2009 年度は目標値の 104 万

198kg を下回る 100 万 861kg を記録しました〈医療法人

ダイワ会大和中央病院「環境活動レポート」（http://

www.ea21.jp/list/pdfn/0000799.pdf）〉。これは5年間に及

ぶ活動が、院内に浸透した結果であり、職員の意識にも

大きな変化があった成果でもあります。小橋事務長は、

「巡視の時に指導するようなことがあっても、以前は『業

務効率が落ちる』などという職員もいましたが、いまで

は自ら照明や冷暖房の管理ができるようになりました。

また、コピー用紙も裏紙の再利用が定着してきました」

と述べています。

　また、同院ではオーダリングシステムによる伝票類の

削減やPACSによるフィルレス化にも取り組んでいま

す。このような ITの活用により、資源の保護、有効活

用につながるようなメリットも出てきています。

　職員の省エネルギー、エコロジーに対する意識の改革

だけでなく、当初の目的であった経費節減も進んでおり、

病院経営にも大きく貢献しています。

職員に“数字”で示すことが重要

　エコアクション 21認証・登録制度への取り組みによっ

て、エコ活動のPDCAサイクルが機能した大和中央病院。

それにより、経費節減と職員の意識改革というメリット

を得ることができました。小橋事務長は、「職員に結果

を“数字”で示すことが重要です。事務部門だけでなく、

医療部門の職員も電気料金やガス料金を知っていること

が成果につながりました」と成功のポイントを語ってい

ます。同院では今後も、照明のLED化など設備投資な

ども見据えながら、継続してこの制度に取り組んでいく

ことにしています。■

　実際の取り組みでは、職員の意識改革を主眼に置いて、

進めていくことになりました。小橋事務長は、「設備投

資でCO2 の削減などを行っても、職員に省エネルギーや

エコロジーに対する意識を持たせるというねらいには結

び付かないと考えました」と説明します。そこで、同院

では、まず、「環境理念」と「環境活動基本方針」を職

員の名札の裏に印刷したしたほか、各部門の部屋に掲示

して、意識の徹底を図ることにしました。

全職員への活動状況の周知とトップの院内巡視

　実際の活動としては、毎月行われる各部門の管理者全

員が参加する会議で、月次の各項目の目標数値の達成状

況について、前年度の実績も含め報告することにしまし

た。そして、管理者は、その結果をそれぞれの部門に持

ち帰り、文書の閲覧や掲示、朝礼・ミーティングでの報

告を行い、周知しています。各部門では、この報告を受

けて、冷暖房の温度設定や照明のこまめな切り替えがで

きているかを確認します。また、自然光でも明るい場所

や事務部門のフロアでは、患者サービスや業務に支障が

出ない範囲で、日中は照明を落とすようにしました。さ

らに、目標設定の中にある、コピー用紙購入量の削減の

ために、院内の業務用の文書について、プリント・コピー

は裏紙を用いたり、両面を使用することにしています。

回覧文書については、極力プリントせず電子メールで閲

覧、参照するようにしました（表1）。

　一方で、現場での取り組みについて、毎月の管理者会

議の前に、南理事長、田中一穂院長、小橋事務長、総看

護長、総務課長が院内の巡視を行い、確認しています。

冷暖房使用時に窓や扉が開いていたり、不必要に照明が

点灯されている場合は、すぐに指導し、会議でも報告す

目に見える“数字”でエコ活動を示し
意識改革と経費節減による経営改善に大きな成果Part Ⅱ エコ活動に取り組む Model Case 医療法人ダイワ会 大和中央病院 ─

全職員の名札の裏には「環境理念」と「環境活動基本方針」
が記されています（写真左）。ナースステーションや事務部
門などの各部屋にも掲示されています（写真右）。

表 1　2009 年度の主な環境活動計画
参考： 医療法人ダイワ会大和中央病院「環境活動レポート」

（2010 年 4月）

（1） 数値目標を達成するための取り
組み
① 二酸化炭素排出量　（省エネ
に関する取り組み）

・ 適切な空調温度の設定（暖房
24°C・冷房 26°C）。自然換気
をする

・ 不要な照明の消灯、電球を支
障のない程度に間引きをする

・ エレベータの使用制限（来客・
荷物搬送時）

・ 職員更衣室の冷暖房時間を制
限する

・ パソコンの電源を使用時以外
切る

・空調フィルタのこまめな清掃
・省エネパトロールの実施
②水資源投入量、排水量の削減
・ 女子トイレの消音機（音姫）
利用の励行

・各病室の水道の出水の制限
・厨房の水使用の効率を図る

③ 廃棄物等総排出量、廃棄物最
終処分量の削減

・ ゴミ箱を区分し、患者さんに
ゴミ分別の協力をお願い
・ 業者に再利用資材等の持ち帰
りのお願い
・ 紙類のリサイクル化を図る
④コピー用紙購入量の削減
・パソコンメールの活用
・両面コピーの励行
・裏紙再利用の励行

（2）その他の取り組み
①グリーン購入への取り組み
・ 使用する紙に関しては極力エ
コマークの商品の再生品を使
用する（トイレットペーパー
などを含む）
② 地域・社会貢献活動の推進
・ 地域の環境保全（毎朝周辺の
掃除・四季の園芸・緑化の推奨）



松本　好市 氏（まつもと　こういち）
1972年三重大学大学院修了、医学博士。
三重大学外科助教授などを経て、98年か
ら現職。日本臨床外科学会、日本大腸肛
門病学会、日本ストーマ・排泄リハビリ
テーション学会の各評議員、日本外科学
会、日本消化器外科学会、日本大腸肛門
病学会、日本消化器内視鏡学会の各指導
医。専門は消化器外科、大腸肛門外科、
消化器内視鏡。

四日市社会保険病院

トップマネジメントと若手職員の取り組みでコスト削減
増収分を医療の質と患者サービスの向上に生かす

四日市社会保険病院では、2006年度に松本好市病院長のトップマネジメントの
下、医療材料費の見直しを行い、1年間で1億 500万円のコスト削減を成功さ
せました。若手職員を中心とした活動により、多くの職員にコスト意識が芽生えて
いき、さらにはコスト削減による増収分を医療機器の導入など医療の質、患者サー
ビスの向上につなげていきました。そこで同院のコスト削減のねらいと手法につ
いて、松本病院長にインタビューしました。

松本　好市病院長に聞く

職員にコスト意識を持たせて
1年間で1億円の
医療材料費カットに成功

Part Ⅲ コスト削減に取り組む Interview
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職員にコスト意識を持たせることがねらい

─コスト削減に取り組む動機をお聞かせください。

全国に 52施設ある社会保険病院では、2002 年 12月

25日の厚生労働省「医療保険制度の運営効率化に

ついて」を受け、また社会保険病院グループに対する逆

風が吹き荒れ出した時期だったので、全病院が全力で経

営改善に取り組むこととなり、2003 年度から 2005 年度

にかけて、経営改善計画に基づいた事業の見直しが進め

られました。こうした流れの中で、当院でも業務改善を

推進することになりました。

　当院では、以前から検査試薬や放射線検査のフィルム

といったものの仕入れ価格の見直しに取り組んでいたの

ですが、なかなか成果が出ていませんでした。例えば、

ある医師が医療材料の購入を決定するような場合、その

価格をほかの誰かがチェックするような機能が働いてい

なかったのです。そこで、一度すべての医療材料につい

て、まな板に載せて見直すことにして、コンサルティン

グ会社にも協力してもらい、コスト削減に向けて本格的

に取り組むことにしました。

─当時の経営状況はいかがでしたか。
　当院の経営は非常に良い状況でした。大きな赤字が出

るということもなく、順調だったと言えます。しかし、

病院の経営環境が厳しい時代ですから、職員にもコスト

意識を持ってもらうことが、業務改善を進めていく上で

も大事です。ですから、「職員 1人ひとりがコスト意識

を持つ」ということを大きな目標として、医療材料費の

見直しを行うことにしました。

若い職員を中心として経営企画室を設置し
ボトムアップの手法で、医療材料費を見直し

─コスト意識を持たせるために何をしたのでしょうか。

経営企画室を設置しました。これは病院長直轄の組

織であり、室長が専任でいる以外は、各部門の若手、

中堅の職員で構成しています。彼らは部門の代表者とい

う位置付けではありません。「病院経営について考えた

い」という職員が自ら名乗り出たり、私が指名したりし

て、経営企画室のメンバーになってもらいました。

　また、職員にコスト意識を持ってもらうためには、ボ

トムアップの手法の方が良いとも考えました。そこで、

各部門ごとにコスト削減について考えてもらいました。

そして、各部門から上がってきた内容を基にコンサルティ

ング会社を交えて、検討を進めていくようにしました。

─経営企画室のメンバーはどのような活動をされてい
るのでしょうか。
　当初メンバーは 6、7名でしたが、分科会を設けて、

より具体的に検討できるような体制としました。医療材

料費の削減に当たっては、コンサルティング会社ととも

に、全国の社会保険病院やほかの病院のDPCデータに

よるベンチマーク分析を行いました。例えば、心臓カテー
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対して、あまりコスト意識がなかったのですが、現在で

は大きく変化しています。実は私も、清掃コスト削減に

少しでも役立とうと、病院長室の掃除を自分でしています。

コスト削減の効果を医療機器の購入など
医療の質、患者サービスの向上につなげる

─コスト削減のメリットはありましたか。

コスト削減のメリットは、職員だけでなく何よりも

患者さんにフィードバックしなければいけないと

考えています。そこで、コスト削減による増収分は、医

療の質の向上につながるように、設備投資としてマルチ

スライスCTなどの医療機器の導入に充てるといったよ

うに、患者さんにとってメリットとなることに生かして

います。それによって、患者満足度も向上しており、経

営面での相乗効果が生まれています。

　また、職員全員の意識が変わり、コスト意識が薄くな

りがちな医師たちの姿勢も変わってきました。これは非

常に大きなメリットだと感じています。私が何も言わな

くても、自らコスト削減などの業務改善に取り組んでく

れるようになり、良い影響が出ています。

─ 2006年度以降の取り組みはどうしていますか。
　コストの見直しは、1回行うとその後大きな削減は難

しくなりますが、継続して毎年チェックしています。最

近では、増収に力を注ぎ、患者さんへのフィードバック

は当然ですが、職員の満足度向上に向けても投資を行い、

経営にも効果が上がるような施策を強化しています。

日ごろからのコミュニケーションで築く
トップと職員との信頼関係が成功のカギ

─コスト削減に取り組む読者に向けてメッセージをお
願いします。

トップと職員の信頼関係が何よりも大事だと思いま

す。それがきちんと築けていれば成功するでしょ

う。そのためにも日ごろから職員とのコミュニケーショ

ンをとっていなくてはいけません。私自身も日ごろから、

職員たちとの信頼関係は築けているという自信があった

からこそ、この取り組みを始めることができました。同

時に、職員も信頼できるトップがいるからこそ、思い切っ

たことができたのではないかとも感じています。■

テル検査のカテーテルならば、その費用が他施設でいく

らかということを把握した上で検討しました。そして、

企画室のメンバーと各部門、経理課の職員が定期的に議

論して、納入企業と価格交渉しました。

　価格交渉では、経営企画室の担当者に加え、経理部門

の課長や部門長など、複数が同席するようにしました。

こうした交渉では、決まった医療材料の価格交渉をする

場合と、材料を変更して交渉をする場合の 2通りの方法

があります。この 2種類の交渉の仕方を使い分けるとい

うのが、医療材料の場合には最も難しいことです。

─メンバー以外の職員は状況を把握できていますか。
　従来の材料費については、ほとんどの職員が知ってお

り、さらにベンチマークの結果が示されるので、交渉の

経緯も含め把握できています。常に交渉の内容はフィー

ドバックされ、そこから各部門の意見も出されながら交

渉が進められます。また、何回もアンケートを行い、材

料の変更が可能かどうか確認をとりながら、職員のモチ

ベーション、パフォーマンスを下げないように配慮して

います。一方で、医師が他施設の医療材料の仕入れ価格

などの情報を仕入れて、意見を出してくれるなど、コス

ト削減の経緯を可視化し職員に示したことで、コスト意

識を育てていくことができ、良い流れが生まれました。

そして、結果的に 2006 年度は 1億 500 万円もの医療材

料費の削減につながりました。このうち薬剤部では約

2000万円を削減しています。

表彰式などコスト削減の成果を
職員にフィードバック

─成果を職員に還元するような施策も重要ですが、ど
のようなことをされたのでしょうか。

1億円を超える医療材料費の削減ができたことから、職員への感謝の気持ちを込めて 2007 年 4月に発表

会と表彰式を行いました。この表彰式では、最も削減額

の大きかった薬剤部を最優秀賞として表彰しました。ま

た、協力してくれた感謝の意を込めて納入企業の担当者

も招待して懇親会を行いました。このような場に納入企

業が参加することはめずらしいとは思いますが、誠意を

持って交渉した結果だと考えています。そして、こうし

た場を設けることによって、職員のコスト意識がさらに

高まっていき、モチベーションも上がっていきました。

─ほかにフィードバックしていることはありますか。
　新たに目標管理制度を設けました。これは、個々の職

員や部門ごとに目標を設定させて、その達成状況を評価す

るものです。現段階では、給与にフィードバックすること

はしていませんが、将来的にはそれを見据えて、制度づく

りを進めています。私が社会保険病院に着任した当時は、

国設民営という形態のためか、医療機器や材料の購入に

職員にコスト意識を持たせて
1年間で1億円の医療材料費カットに成功Part Ⅲ コスト削減に取り組む Interview 四日市社会保険病院・松本　好市病院長 ─
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S CCS C S CCS C「療養病床の転換意向等
調査」結果の概要

　今回の「介護療養病床を2011年度に

は廃止しない」との方針決定の根拠と

なったのが、2010年 4月に実施した「療

養病床の転換意向等調査」結果です。

　調査結果によると、介護療養病床

を有する医療機関に転換の意向につ

いて質問したところ、1954 施設のう

ち、1190 施設が「未定」と回答し、

61％に上っています。ほかの施設へ

の転換では、医療療養病床への転換

予定が 22％で多く、介護老人保健施

設の13％（うち療養型11％）を上回っ

ています（表 1）。

　なお、「未定」としている理由（複

数回答）では、「2012 年度の医療・

介護報酬改定の方向性を見てから判

断したいため」が 58％で最も多く、

次いで「懸念事項がある」（52％）、「近

隣の医療機関や介護施設から、慢性

期医療の受け入れ先としてのニーズ

が高い」（47％）となっています。

　一方、2006年 4月～2010年 3月末

の 4年間で転換した介護療養病床の

総数は 2万 906 床で、介護老人保健

施設への転換が 1112 床、5％にとど

まり、医療療養病床への転換が 1万

7765床、85％を占めました。

S CCS C S CCS C「医療施設・介護施設の
利用者に関する横断調査」

　また、「療養病床の転換意向等調

査」と合わせて、非常に興味深い調

査結果も公表されています。

　介護療養型医療施設（病院）840施

設、医療療養病棟を持つ医療機関

1400施設を対象として実施した、「医

療施設・介護施設の利用者に関する

横断調査」の速報結果です。

　同調査は、2010 年 6 月 23 日時点

での入院患者および入所者の状態像

を調査したものであり、その結果の

主なポイントは以下のとおりです。

1． 医療区分について（図 1）

　介護療養病床の入院患者、介護老

人保健施設の入所者は、「医療区分

1」の占める割合が 70％を超え、医

療の必要性が低い患者の比率が高く

なっています。これに対して、医療

療養病床の入院患者では、「医療区分

1」の比率が低く、「医療区分2及び3」

の患者が増加しており、介護療養病

床と医療療養病床の機能分化が進み

つつあります。

　また、介護療養病床と介護療養型

老人保健施設では、医療区分の割合

に大きな差がありません。

2． 医療区分とADL区分について

　医療療養病棟では、「医療区分 2及

び 3」で「ADL区分 3」の患者の割

合が高くなっています。これに対し

て、介護療養病棟では、「医療区分 1」

で「ADL区分 3」の患者が多く、介

護療養病棟と医療療養病棟では、患

者の分布に差が認められる傾向にあ

ります。

S CCS C S CCS C2010年度診療報酬
改定後の各病床の比較

　転換先として最も希望が多い医療

療養病床ですが、2010 年度診療報酬

改定では、療養病棟入院基本料の再

編と点数の見直しが行われました。

　具体的には、これまでの5段階の

点数設定から、9段階の包括点数に細

分化するとともに、看護配置20対 1

（医療区分 2・3の患者割合が 8割以

療養病床の最新動向
と今後の対応

療養病床の再編問題をめぐり、2010 年 9 月 8 日、長妻昭前厚生労働大臣は、

2011 年度末までに介護療養病床を廃止するのは困難との見方を示し、法改正を

含めて検討する考えを明らかにしました。猶予期間を置いて廃止するのか、ある

いは廃止せずにそのまま存続するのか、年末までに方針を固めるとしています。

介護療養病床は、2006 年 6 月に成立した医療制度改革によって、2011 年度末

で廃止することが決定され、介護療養型老人保健施設の創設や施設基準の緩和、

助成措置を講じて転換支援が行われてきました。その後、2009 年 8 月の民主党

への政権交代により、様相は一変、先行きが不透明な状況となりました。民主

党はマニフェストで「当面、療養病床削減計画を凍結し、必要な病床数を確保

する」とうたっていたものの、政権交代後の 1 年間、これまで介護療養病床の

廃止について明確な方針を示していませんでした。今回の長妻前厚生労働大臣

の発言は、療養病床再編問題について、政府としてようやく一定の方針を示し

たものと言えます。一方、2010 年度診療報酬改定では、医療療養病床を対象に、

療養病棟入院基本料の再編などが行われ、また、次回 2012 年度は、医療と介護

の同時改定も予定されています。そこで、本稿では、介護と医療の両面から、

療養病床についてその動向と今後の対応の方向性を考えてみたいと思います。

松原 喜代吉 氏
有限会社オフィス・メディサーチ代表、中小企業診断士



16 HOPE VISION　Vol.13

S CCCCCS CS CCCCCS CSCS CCC
Special Contribution 1
上）の場合の「療養病棟入院基本料

1」と、看護配置 25対 1の場合の「療

養病棟入院基本料 2」に再編成しま

した。おおむね前者については点数

を引き上げる一方、後者は引き下げ

となりました。

　さらに、療養病床の“後方病床機

能”を評価する「救急・在宅等支援

療養病床初期加算 150 点（14 日ま

で）」が新設されました。具体的には、

急性期医療を担う病院（自院を含む）

の一般病床、介護老人保健施設、特

別養護老人ホームおよび自宅などか

らの転入院患者を受け入れた場合に

算定できます。

　参考までに、簡単な改定シミュレー

ション結果（60 床、病床稼働率

95％）を表 2に示していますが、ケー

ス 1（医療区分 1：20％、医療区分 2：

60％、医療区分 3：20％）では、「療

養病棟入院基本料 1」の算定により、

約 60万円 /月の増収となります。一

方、2008 年時点での平均的な患者割

合であるケース 2（医療区分 1：

30％、医療区分 2：50％、医療区分 3：

20％）では「療養病棟入院基本料 2」

の算定により、約 40万円 /月の減収

となり、これをカバーするには、医

療・介護連携への取り組みを強化し、

「救急・在宅等支援療養病床初期加

算」の算定患者数を増やすか、医療

区分 2および 3の患者割合をさらに

高め、「療養病棟入院基本料 1」の算

定をめざすことが不可欠な対応とな

ります。

　図 2に、改定後の各施設類型につ

いて、施設基準と報酬点数および単

位の比較を示しています。

　「利用者に関する横断調査」結果で

入所者の状態像がほとんど同じで

あったとされた介護療養病床と介護

療養型老人保健施設の比較では、要

介護 3以上の中重度者では介護療養

病床の方が介護報酬上は有利です

が、「医師 1名」、「施設の医師では対

応が困難な処置を外部の医師が行っ

た場合は診療報酬で出来高評価」を

表 2　療養病棟入院基本料見直しの影響
【条件設定】療養病床 60 床（病床稼働率 95％）
注 1： 各医療区分に占める各 ADL 区分の割合は、中央社会保険医療協議会（中医協）「2008 年度慢性

期入院医療の包括評価に関する調査報告書」の患者分類の状況の数値を使用

◆ケース 1（医療区分 1：20％、医療区分 2：60％、医療区分 3：20％）

推計
該当患者数

改定前 改定後20対1
差②－① 差（1か月）

点数/日 ①収入/日 点数/日 ②収入/日

医療
区分1
20％

ADL区分1 4.3 750 3189 785 3338 149 4465
ADL区分2 3.4 750 2548 887 3013 465 13962
ADL区分3 3.7 885 3289 934 3471 182 5463

医療
区分2
60％

ADL区分1 6.3 1198 7539 1191 7495 －44 －1321
ADL区分2 9.2 1320 12144 1342 12346 202 6072
ADL区分3 18.7 1320 24694 1369 25610 917 27500

医療
区分3
20%

ADL区分1 0.9 1709 1559 1424 1299 －260 －7798
ADL区分2 1.9 1709 3254 1705 3246 －8 －228
ADL区分3 8.6 1709 14768 1758 15191 423 12703

計 57.0 72982 75010 2027 60817
◆ケース 2（医療区分 1：30％、医療区分 2：50％、医療区分 3：20％）

推計
該当患者数

改定前 改定後25対1
差②－① 差（1か月）

点数 ①収入（点） 点数 ②収入（点）
医療

区分1
30％

ADL区分1 6.4 750 4784 722 4605 －179 －5358
ADL区分2 5.1 750 3822 824 4199 377 11313
ADL区分3 5.6 885 4934 871 4855 －78 －2341

医療
区分2
50％

ADL区分1 5.2 1198 6282 1128 5915 －367 －11012
ADL区分2 7.7 1320 10120 1279 9805 －314 －9430
ADL区分3 15.6 1320 20578 1306 20360 －218 －6548

医療
区分3
20%

ADL区分1 0.9 1709 1559 1361 1241 －317 －9521
ADL区分2 1.9 1709 3254 1642 3126 －128 －3827
ADL区分3 8.6 1709 14768 1695 14647 －121 －3629

計 57.0 70099 68754 －1345 －40353

表 1　介護療養病床からの転換意向
注 1：2006 年度「療養病床アンケート」（2006 年 10 月 1 日時点、厚生労働省）より引用
出典：厚生労働省「療養病床の転換意向等調査」結果概要より

転換先
第1回（2010年1月） 第2回（2010年4月） （参考）2006年度

施設数（件）病床数（床） 割 合 施設数（件）病床数（床） 割 合 病床数（床） 割 合
一般病床 63 1066 1％ 76 805 1％ 4492 4％

その他の病床 5 123 0％ 4 168 0％ 245 0％
医療療養病床 389 13711 17％ 506 18515 22％ 27208 23％
介護療養病床 ― ― ― ― ― ― 12607 11％
介護老人保健施設 210 9981 13％ 214 11034 13％ 23681 20％

（再掲）療養型 184 8911 11％ 181 9571 11％ ― ―
（再掲）従来型 28 1070 1％ 34 1463 2％ 23681 20％
介護老人福祉施設 8 324 0％ 17 587 1％ 867 1％
その他の施設 36 746 1％ 31 437 1％ 2241 2％

廃止 29 332 0％ 37 467 1％ 787 1％
未定 1287 52363 66％ 1190 51736 61％ 42756 37％

その他 44 450 1％ 25 1038 1％ 1147 1％
回答数 1954 79096 100％ 1954 84787 100％ 116031 100％

医療療養病棟（20対1）

医療療養病棟（25対1）

介護療養病棟

診療所の介護療養病床

在宅療養支援病院・診療所

医療区分 1
医療区分 2
医療区分 3

介護老人福祉施設

0 20 40 60 80 100 %

介護老人保健施設（従来型）

介護老人保健施設（療養型）

診療所の医療療養病床

医療療養病床

介護療養病床

老健・特養

在 宅

図 1　施設類型別の医療区分
出典：厚生労働省「医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査」速報値より
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療養病床の最新動向と今後の対応

者、company：自社・自院、competitor：

競合）の3つの観点から環境をしっか

り分析し、意思決定を行う必要があり

ます。

　具体的には、①顧客・患者ニーズ：

自院の入院患者像や近隣の医療機

関・介護施設のニーズを踏まえた病

床選択を行う、②自院の経営資源：

自院が保有している、あるいは採用

可能な医師・看護職員数、資金、提

供可能な医療内容、敷地面積などを

勘案しふさわしい病床選択を行う、

③競合：近隣の医療機関との競合状

況を見極め、共倒れになる競合を避

け、補完関係となる病床選択を行う

─ことが重要です。

　また、経営ですから、採算性が求

められることは言うまでもありませ

ん。転換後の収益と費用を事前にシ

ミュレーションし、吟味した上で意

思決定を行う必要もあります。

　そして、最後は、ベストミックス

化という点です。介護療養病床が廃

止か存続か、いずれであっても、経

営へのダメージを極力最小化するた

め、複合化を図るという視点が大切

です。医療必要度の高い患者につい

ては、看護師なども含め集約化し、

医療療養病棟への一部転換、医療よ

りも介護必要度が高い患者について

は、介護療養型老人保健施設への一

部転換、一部を居住系施設に転換し、

在宅療養支援病院として在宅医療を

提供、あるいは後方病床として緊急

入院を受け入れるなど、入院患者の

状態像や地域住民のニーズに合わせ

て、経営資源を柔軟に配分し、自院

にとって最適な複合化をめざすとい

う対応も重要なポイントです。■

来的には介護療養病床の廃止の可能

性は高いと思われます。

　他方、転換先として選択される割

合が高い医療療養病床は、前述のよ

うに求められる機能がやや高度化し

ており、また、2012年度からは看護・

介護職員の配置基準が各々20対 1以

上に引き上げられる予定です。さら

に、安定的な経営を行っていくため

には、医療・介護連携の強化により、

医療必要度の高い患者の割合を常に

高く保っていく必要があり、今後、

医療療養病床間での競争が激化して

いくことも予想されます。

　もし転換先が「未定」であるなら、

3年間の猶予期間が与えられたと考

え、その間に自院を取り巻く内外の

環境をしっかり分析し、方針を明確

化するとともに、先んじて手を打っ

ていくという能動的な対応が望まれ

ます。

　とりわけ、病床選択は、病院にとっ

て経営戦略の根幹を成すものであり、

その際には、3C（customer：顧客・患

勘案すると介護療養型老人保健施設

の方がコスト面では有利となります。

　一方、介護療養病床と医療療養病

床の比較ですが、要介護 3以上の中

重度者であれば、療養病棟入院基本

料 1および 2の医療区分 1よりも報

酬上は有利となっています。しかし、

医療区分 2以上になると療養病棟入

院基本料の方が、ほぼ上回る設定と

なっています。

　以上のように患者の状態像による

報酬の高低、各病床の人員配置基準の

違いがあり、これをどう見極めるか

が、病床転換のポイントと言えます。

S CCS C S CCS C療養病床再編問題の行方と
今後の対応について

　今回の方針決定により、ひとまず、

「2011 年度末に介護療養病床廃止」

は回避できましたが、将来的に介護

療養病床が存続されるか否かはまだ

宙に浮いたままです。

　現時点で言えるのは、介護事業計

画は 3年単位ですので、少なくとも

次期計画が終了する 2014 年度末ま

では存続するということです。

　ただ、あくまで筆者の予想ですが、

医療療養病床と介護療養病床の機能

分化が進みつつあり、また、介護療

養病床と介護老人保健施設では利用

者の状態像がほとんど同じであると

いう調査結果を考え合わせると、将

松原 喜代吉 氏（まつばら　きよよし）

1977 年日本大学法学部卒業。国内、外資系製薬企業の MR、営業所長、支
店長、病院部長、戦略企画室長を経て、2004 年から現職。2009 年から
城西国際大学非常勤講師も兼任。医療制度、診療報酬、薬価制度などを専
門分野として、医療機関経営に関するコンサルテーションを手がける。地
区医師会などでの講演も多数。主な論文として、「医療制度改革と今後の医
療経営コンサルティング」〔『企業診断』2007 年 2 月号（同友館）〕がある。
URL http://office-medisearch.business-hp.com/

ADL区分3 871 1306 1695
ADL区分2 824 1279 1642
ADL区分1 722 1128 1361

医療区分1 医療区分2 医療区分3 

介護療養型老人保健施設 介護療養型医療施設 医療療養病床

医師配置数（人） １＋α ３ ３ 

看護・介護配置 ６対１、４対１ ６対１、４対１ ５対１、５対１ 
＊2012年度から4対1、4対1

１人当たり床面積 8.0㎡以上（大規模改修までは6.4㎡以上） ６対１、４対１ ５対１、５対１ 

介護療養型
老人保健施設

介護療養型
医療施設

要介護１ 841 782 

要介護２ 924 892 

要介護３ 1039 1130 

要介護４ 1115 1231 

要介護５ 1191 1322 

・看護6対1・介護4対1　多床室で比較
・介護療養型老人保健施設は、療養体制
　維持特別加算27単位を含む

ADL区分3 934 1369 1758
ADL区分2 887 1342 1705
ADL区分1 785 1191 1424

医療区分1 医療区分2 医療区分3 

〈施設基準〉

◆介護保健施設サービス費（1日当たり単位数）◆療養病棟入院基本料（1日当たり単位数） 
〈療養病棟入院基本料1〉

〈療養病棟入院基本料2〉

図 2　改定後の各施設類型ごとの施設基準と点数、単位の比較
出典：厚生労働省の資料を基に筆者が作成
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S CCS C S CCS C研究会最近の
活動状況について

　1980 年に『医療機関におけるコン

ピュータの有効適切な利用方法につ

いて研究討議し、会員相互の交流を

はかる』ことを目的として設立され

た医療情報システム研究会（以下、

研究会）は、2010年で31年目を迎え、

例会も 147回に至る（表 1）。また、

毎年 2月に開催している「看護業務

を支援する情報システム（以下、看

護研究会）」も開催回数は 23回とな

り、参加者数は延べ 6000 人を超え

る規模となった。この間、討議の中

心としたテーマは、医事会計から部

門、オーダリング、電子カルテ、地

域連携支援システムと推移してきた

が、研究会で取り上げるべきテーマ

はまだ多くあると考える。例えば、

今後充実・発展が見込まれる医療安

全対策や、技術的な面から電子化せ

ずに、紙・人による現状の運用を継

続する方が望ましいと考えられてい

る業務・処理、そして現場の要求を

吸収しきれず、いまだもって電子化

の対象とされていない業務（特に看

護分野に多いと思われ、看護研究会

でも取り上げたいテーマとして考え

ている）、などがテーマの候補である。

　最近の研究会では、「RFID（ICタ

グ）の最新技術を利用して」というテー

マで、医療機器安全対策や医療過誤

防止に関する例会を行った（表 1）。

　研究者、医療機関、メーカーとい

うそれぞれの立場の方から講演をい

ただいたが、流通業界などでは一般

的であるRFIDが医療業界では全国

的に見ても導入実績数がきわめて少

ないことを認識した。これは一医療

機関で使用できる数量が限られてお

り、フォーマットが多様であること

から大量生産が困難なため、生産メー

カーの努力にもかかわらず、RFID

価格が医療機関で導入可能な水準に

まで下がっていないことが原因であ

る。しかし、患者認証などの医療安

全面で効果があることは広く知られ

ている事実であり、導入を検討して

いる医療機関は少なくない。安価か

つ安全なツールとしてRFIDが普及

するためには、複数の医療機関から

なる標準的なフォーマットの統一を

めざし、連携体制の構築が必要であ

り、フォーマットの統一化による、

大量生産、低価格化が不可欠である

と考える。

1．電子カルテ下における紙情報S CCS C S CCS C電子カルテユーザーの
省エネ対策

　2010年は例年以上の猛暑となり、

かつ4月に改正された「改正省エネ

法」で報告書などの提出が義務付けら

れたことから、企業活動においても省

エネを考える機会が増えたのではない

だろうか？　医療機関における省エネ

対策を考えてみると、クールビズ、コー

ジェネレーション、オール電化などが

あり、電子カルテなどの導入により増

加する使用電力以上の省エネ効果を捻

出できているかが課題である。

　電子カルテとは、カルテを紙ではな

く電子化し、「生涯カルテ」を実現す

ることが目的であるが、医療現場では

『診療録のほかに医療法で規定され

ている診療に関する諸記録（以下、紙

情報）』が依然として多数発生してお

り、完全な電子化にはまだまだ至らな

いというのが多くの医療機関の共通

認識であり、研究会でもたびたび話し

合われているテーマでもある。

　紙情報の取り扱いに係る業務量は、

電子カルテ運用下においても依然として

多大なものであり、かつ省エネ・エコに

も貢献できると考えるため、以下に紙情

報の削減に関する意見を述べたい。

2．�紙情報の現状

　地域連携に関する「診療情報提供

医療情報システム
研究会の近況報告と
電子カルテユーザーの
省エネ対策について

杉原　敬彦 氏
医療情報システム研究会会長

Special Contribution 2

前列左から大和病院・西村氏、筆者。後列
左から甲南病院・戸塚氏、関西医大付属病
院・北口氏、神戸赤十字病院・岡田氏。
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医療情報システム研究会の近況報告と電子カルテユーザーの省エネ対策について

および患者本人の処方内容の閲覧性

が残っているが、電子化の効果を考

慮して、ぜひとも乗り越えてほしい

と期待している。

　一方、『自筆署名』が前提となって

いる「同意書等」についてはどうで

あろうか。確定申告などでは電子証

明書が利用されているが、医療分野

において知るかぎりでは『自筆署名』

を代用した場合の法的な裏付けは得

られていないようである。医療機関

はその医療活動において常に法的規

制を受けるため、法的根拠がない場

合、新しい試みには踏み込めない。

つまり、現時点では「同意書等」は

紙での印刷となり、紙情報を電子情

報へ変換するには、必ずや医療従事

者の作業が必要になる。「電子同意

書」が実現すれば、森林資源の保護、

印刷時にかかる電力の削減、プリンタ

出力にかかわる消耗品の削減につなが

るとともに、医療従事者の負荷軽減に

つながると考えられる。完全なる電子

カルテ化（紙情報削減による省エネ・

エコを含む）の実現をめざして、なお

一層の規制緩和を望みたい。

S CCS C S CCS C結　語

　情報の電子化は、今後さらに推し進

められていくであろう。しかしなが

ら、現在の電子カルテで同意書のPDF

化などによる運用を継続することは、

医療従事者の負担を増大させることに

ほかならない。情報主体となる患者、

その情報を利用し診療を行う医療従

事者のいずれにおいても『やさしいシ

ステム』をめざして、電子カルテとそ

れを取り巻く法的環境がさらなる発展

を続けることを期待してやまない。■

『技術』、『法的根拠』という 2つの

問題を解決する必要がある。

　まずは『技術』の解決策から考え

てみる。「処方せん」に関しては多く

の医療機関で処方オーダが稼働し、電

子データ出力の基盤が整っているた

め、残る課題は通信規約などの取り

決めであるが、米国ではすでに電子

処方せんシステムが稼働しており、ま

た国内においても「医療情報ネット

ワーク基盤検討会」などで論議されて

いることから、『技術』は解決ずみで

あり、「電子院外処方せん」は近い将

来実現可能と期待する。また、同意

書などに関しても、最近はやりのタブ

レットPCなどから署名を取り込む、

あるいは「電子証明書」を利用するな

ど、最新の情報機器利用と運用によ

り、電子情報での直接保存が実現可能

なレベルに達していると思われる。

　次に『法的根拠』の面から考えて

みる。「院外処方せん」についての課

題として、薬局のフリーアクセス性、

（書）」も、以前は紙によって情報伝

達・保存を行っていたが、電子カル

テベンダーがネットワーク連携を用

いた電子化を実現しつつある。しか

しながら、医療機関における紙情報

の全体量から見ると、あまり大きな

削減にはつながっていない。電子カ

ルテ運用の医療機関における紙情報

の多くは「処方せん」、「同意書等」に

分類されるものであり、これらの削

減が紙情報の削減に最も効果的であ

ると思われる。一般的にペーパーレ

スでの運用を行うには、e-文書法対

応システムの導入がある。このシス

テム上で「同意書等」の紙情報は、『電

子署名』と『タイムスタンプ』に裏

付けられた『原本』として、電子情

報に変換し保存される。加えて電子

カルテ運用規程により、紙原本を廃

棄することも可能となるのだが、こ

の場合でも、いったん紙として印刷

し、自筆署名した『紙原本』をスキャ

ナで取り込むという過程が残るた

め、本来の意味での医療機関がめざ

す紙情報の削減には至らない。では、

紙情報の発生そのものを削減する方

法があるのかを考えてみる。　

3．�「電子院外処方せん」と�
「電子同意書」の実現

　紙情報自体の削減を考えた場合、

杉原　敬彦 氏（すぎはら　たかひこ）

医療情報システム研究会第 4 代会長。財団法人甲南病院事務局電算
部課長。医療情報技師。甲南病院は 1934 年に開設された兵庫県神
戸市に本部を置くグループ病院（3 病院 2 施設）。病床数は合計で
957 床。現在、来春稼働予定の電子カルテ（HOPE/EGMAIN-GX）
の構築に取り組み中。

例会 開催日 テーマ 参加者数

146 2010 年 
2月13日 看護業務を支援するシステム（パート 23） 220 名

147 2010 年 
7月16日

RFID（IC タグ）の最新技術を利用して

38 施設 
59 名

演題 講演者

研究者の立場から
「RFID の医療安全への応用に関す
る研究」 

兵庫県立大学大学院
応用情報科学研究科
ヘルスケア情報科学コース教授・医学博士
稲田　紘様

Wi-Fi 位置情報システム「ekahau」
「ekahau のご紹介」 丸紅情報システムズ株式会社

ビジネスサービス事業本部
ネットワークサービス部部長
諏江　信孝様

「ekahau 導入事例ご紹介」 大阪大学医学部附属病院
手術部講師・副部長
ME サービス部部長・医学博士
高階　雅紀様

医療過誤防止ソリューション
 「秋田大学医学部附属病院様
IC タグを利用した医療過誤防止の
事例紹介」

株式会社サトー
特販部部長
渡辺　勲様

電子ペーパーを利用した 
外来患者案内ソリューション

「電子カードホルダー」

株式会社富士通ゼネラル
情報通信システム営業統括部
システム第二営業部部長
末廣　英三朗様

表 1　医療情報システム研究会の最近の活動
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の状態推移やケア記録の内容などを

時系列で簡単に把握できるようにな

り、医療、介護が一体となった利用者

への最適なケアの提供を実現します。

　今後ますます医療介護連携の重要

性が増してくる中で、複数の職種が

協力し実施していく“チームケア”

の実現において、この「統合ビュー

ア」は重要な機能と考え、標準機能

として提供します。

介護現場の声に応えた新機能の搭載
　介護保険制度施行当初より多くの介

護事業者に導入されている当社の豊富

な経験を生かし、メニュー画面の仕組

みをより運用に適したわかりやすい画

面構成としました。画面の遷移を「業

務を軸とした流れ」と「利用者を軸と

した流れ」から選択でき、ワンクリッ

クで切り替えることも可能です。

　また、介護日誌などレイアウト変

更の要望が多かった主要帳票を、介

護事業者の運用に合わせた独自の形

式で簡単に作成することができる「帳

票カスタマイズ機能」など、介護現

場の声に応える新機能を数多く搭載

しています。

　今後富士通では、介護事業者の業

務効率化および介護サービス利用者

が自立して「安心・快適」に暮らせ

るきめ細やかな介護サービスの質の

向上を支援するとともに、“ヒューマ

ンセントリックなシステムの実現”

をめざします。■

でき、利用者の正確な状況把握や、

それらを踏まえたきめ細やかなケア

プランの作成などに役立ち、ケアの

質向上を支援します。また、表示さ

れた記録をクリックすることでダイ

レクトに対象となる業務画面を呼び

出すこともでき、ケア情報を参照し

ながら詳細内容の確認、補足記録を

行うことも可能です。

病院と介護事業者との
シームレスな連携を実現
　介護の現場で分散している情報や

記録の一元管理を行い、当社の中堅

病院向け電子カルテシステムHOPE/

EGMAIN-NX と組み合わせること

で、病院と介護事業者とのシームレ

スな連携を実現しました（図 1）。

HOPE/WINCARE-ESでは、医師が

患者さんのケア情報を把握できるよ

うに、当社のHOPE/EGMAIN-NXの

診療画面から「統合ビューア」により

ケア記録を参照することが可能で

す。これにより、併設された病院の診

察室において、介護施設側での利用者

はじめに
　富士通は2000年 4月より施行され

た介護保険制度に合わせ、介護サー

ビス事業者向け業務支援パッケージ

HOPE/WINCAREの提供を開始し、

確実な請求処理、事務効率化の実現、

介護記録の充実など、時代のニーズに

対応すべく新機能の提供と機能改善

を継続的に行ってきました。2010年

7月にはHOPE/WINCAREシリーズ

の新製品HOPE/WINCARE-ESを発

表し、介護事業者のさらなる業務効

率化、介護サービスの品質向上を実

現しました。その概要を紹介します。

介護サービス利用者ごとの
ケア記録を一覧で把握できる
「統合ビューア」の提供
　介護サービス単位に分散していた

利用者に対するさまざまなケア記録

や介護スタッフの所見といった情報

を、利用者ごとに統合して参照する

ことができる「統合ビューア」を提

供します。「統合ビューア」は、各サー

ビスの記録を時系列で横断的に参照

HOPE 
VISION 
Report1

富士通株式会社
HOPE/WINCARE-ES

中堅病院向け電子カルテシステムと
シームレスな連携を実現した
介護事業者支援システム

〈問い合わせ先〉
富士通株式会社
ヘルスケアソリューション事業本部
TEL 03-6252-2502

情報の一元管理と共有 

病院施設 電子カルテシステム 

介護事業者支援システム 

病院施設 

介護サービス施設 

ケアマネージャー 

看護師 事務担当 

ヘルパー 

ボタン1つで本日
の対象者を
選択 

予約の状況とベッド
の稼働率を
確認 

ケアプランの達成
状況を確認 

健康状態を確認 

利用者（患者さん）の
医療・介護のケア内容を
確認しながら
コメント入力 

図 1　 病院と介護事業者との連携
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維持できるカラー電子ペーパーと、

患者さんの安全性に配慮した弱い電

波の無線技術を採用しています。こ

れにより、消費電力は、大型の案内

表示盤に比べて、1万分の 1となり

ました。また、週に 1度の充電で運

用できますので、多数のNAVITTM を

導入いただく場合でも、大型で消費

出力の大きな充電装置の設置は不要

となり、小型の充電装置の使い回し

で利用できます。さらに、NAVITTM

による受付機能により、再来受付機

の台数を削減することも可能です。

このように、本ソリューションは、

お客様の環境への配慮を支援します。

外来から病棟へ活用範囲を拡大
　本ソリューションの無線ネットワー

クは、外来だけでなく病棟へも拡張可

能ですので、NAVITTM を病室のベッ

ドネーム、ネームプレートなどにも利

用できます。また、今後の応用展開と

して、NAVITTM が内蔵するさまざま

なセンサーを利用し、患者さんの位置

や様態を見守るソリューションの研

究開発を進めています。外来患者案

内ソリューションを起点とした、今

後の応用展開にご期待ください。■

注 1： アクセスポイントを中心として、スター
型のネットワーク構成で、ビーコン信号
に同期させ、多数の NAVITTM と通信
（840台 /分の収容能力）する方式。

注 2： PAN（Personal Area Network）向けの
近距離無線規格。空中線電力は PHS や
無線 LANの約 10分の 1で、1mW以下。

注 3： Hospision®は、株式会社富士通ゼネラル
の外来情報ソリューションの登録商標です。

数が、きめ細やかにNAVITTM に配信

されますので、待合室や案内表示盤の

前などで待つ必要がなく、院内のアメ

ニティスペースなどで、待ち時間を安

心して有効に活用いただけます。

　なお、独自の無線技術で連携させ

ることにより、多数の患者さんが

NAVITTM を携帯していても、診察の

進行に合わせて遅延なく案内情報を

配信可能です。また、電波の強さは、

医療機関で使用されているPHSや

無線LANの 10分の 1であり、安全

性にも配慮しました。さらに、診察

終了後にNAVITTM から診察券を抜け

ば電源はOFFとなり、案内情報が

消去されますので、個人情報も保護

されます。

きめ細やかな案内と
スタッフ業務の軽減を両立
　患者さんへの診察室の割り当て・

待ち順番・行き先などは、Hospision®

（注3）の患者誘導システムで管理し

ます。操作も簡単ですので、外来業

務の負荷を軽減することが可能です。

　また、患者さん1人ひとりのNAVITTM

に対し、任意のメッセージを送信す

ることが可能ですので、患者さんを

探す手間が省けるだけでなく、名前

を呼ぶ必要もなくなり、効率的かつ

個人情報に配慮した患者さんとのコ

ミュニケーションが実現できます。

本ソリューションでは、これらの機

能により、患者サービス向上とスタッ

フ業務軽減の両立を図りました。

環境に優しい
富士通の先端グリーン ICTを採用
　NAVITTM は、無電力で案内表示を

富士通の先端技術と
電子カルテシステムが連携
　富士通では、患者さんへのサービス向

上、スタッフの業務軽減、環境への配

慮、といった「人」と「環境」に対す

るお客様の課題を達成するため、独自

の先端技術を活用した新しいソリュー

ションの開発に取り組んでいます。

　その中で、今回、カラー電子ペー

パーを活用した外来患者案内ソ

リューションを紹介します。

　本ソリューションでは、当社が開

発したカラー電子ペーパーと電子カ

ルテシステムHOPE/EGMAIN-GX

を、 独 自 の 通 信 方 式 FBStarTM

（注 1）を採用した無線技術（IEEE

802.15.4 準拠）（注 2）により、外来

の患者さん 1人ひとりに、予約スケ

ジュール、待ち時間や人数、行き先、

メッセージなどの案内情報をきめ細

やかに配信することが可能となりま

した。

診察待ち時間の有効活用で
患者サービスを向上
　外来患者さんは、来院時に、カラー

電子ペーパーを搭載した無線携帯端

末NAVITTM（ナビット）（図 1）を受

け取り、ICカードの診察券を挿入す

るだけで受付が完了し、当日の予約

スケジュールを受信できます。

　その後は、診察までの待ち時間や人

富士通株式会社
外来患者案内ソリューション

カラー電子ペーパーで、
きめ細やかな案内を実現

図1　無線携帯端末NAVITTM（画像はイメージ）

〈問い合わせ先〉
富士通株式会社
ヘルスケアソリューション事業本部
ヘルスケア営業支援統括部
第一営業支援部
TEL 03-6252-2701

富士通の先端技術と

HOPE 
VISION 
Report2
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考えています（図1）。

　通知の内容も、アイコンなどの画像

を使うことで直感的に理解してもら

うことが可能となります。富士通で

は、アプリケーション連携ソフト

UnifiedLink（注2）により、自動的に

Wi-Fi内線端末に合わせた画像にメッ

セージを変換して表示させることが

可能ですので、電子カルテシステムの

設定を変更する必要はありません。

さまざまなシステムへの連携の拡大
　ユニファイド コミュニケーション

は、電子カルテシステムだけでなく、

医療現場で使われるさまざまなシス

テムと連携させることが可能です。

　ナースコールシステムとの連携に

おいては、これまでPHSに表示して

いたテキストのメッセージをアイコ

ンなどの画像でWi-Fi 内線端末に通

知することが可能です。また、患者さ

んに接続されたバイタル機器や患者

さんのベッドのセンサー、病室カメラ

と連携すれば、緊急事態をより確実

に、よりわかりやすく通知することも

可能になります（図2）。

　富士通は、医療現場のコミュニケー

ションを最適化する視点からも、医療

の安全・安心に貢献していくことをめ

ざします。■
注 1： 無線 LAN を利用して通話を実現する構

内向け携帯端末。
注 2： 業務アプリケーションとHTTPベースの

連携機能を提供するためのソフトウェア。

きた電子カルテシステムのサービス

が、ユニファイド コミュニケーショ

ンと連携することでさまざまな場所・

場面で利用できるようになります。

緊急メッセージ通知システム
　緊急メッセージ通知システムで

は、院内で持ち歩くモバイル端末とし

てWi-Fi内線端末（注1）を使用しま

す。Wi-Fi内線端末のディスプレイに

は、カタカナや漢字でのテキスト表示

に加え、画像やホームページを表示す

ることが可能です。

　これまでは電子カルテシステムの

パソコン上でのみ表示していた緊急

通知ですが、ユニファイド コミュニ

ケーションと連携することで、Wi-Fi

内線端末にも緊急通知が可能になり

ます。常に持ち歩くことができる

Wi-Fi内線端末でメッセージを受ける

ことができるので、例えば、患者さん

の検査結果が到着したことが通知さ

れ、迅速な対応が可能となり、ひいて

は病院業務の効率化に寄与できると

はじめに
　電子カルテシステムを利用するには

パソコンを使用しますが、医師や看護

師は病院業務に忙しく、デスクに落ち

着く時間がなかなかとれないため、緊

急あるいは患者さんに関する最新の情

報をリアルタイムに認識することがで

きない、という課題があります。ここ

では、電子カルテシステムからの緊急

情報をモバイル端末へ通知する緊急

メッセージ通知システムを紹介します。

ユニファイド コミュニケーション
との連携
　今回ご紹介するシステムは、ユニ

ファイド コミュニケーションの技術

を使用しています。ユニファイド コ

ミュニケーションとは、音声通話や

メール、グループウェア、テレビ会議、

業務システムなど、さまざまなコミュ

ニケーション手段を IPネットワーク

上で統合し、業務の効率化と生産性向

上を実現するものです。

　これまでパソコン上でのみ利用で

HOPE 
VISION 
Report3

富士通株式会社
Wi-Fi 内線端末への緊急メッセージ通知システム

電子カルテシステムと
ユニファイド コミュニケーションの連携で
安全・安心に貢献

電子カルテシステム 

Wi-Fi内線端末 

ユニファイド 
コミュニケーションシステム 

メッセージ 
通知 

メッセージ 
表示 

無線LAN 
アクセスポイント 

図 1　 病院と介護
事業者との
連携

図 2　Wi-Fi 内線端末表示画面

〈問い合わせ先〉
富士通株式会社
ネットワークサービス事業本部
ネットワークフロントセンター
第二ネットワークビジネス部
TEL 03-6424-6273
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再入力なしにデータの二次利用を
図るためeXChart を導入

　山口大学医学部附属病院では、

2004 年に HOPE/EGMAIN-EX を導

入しました。しかし、臨床所見など

医師が本来カルテに記載すべき項目

を入力しても、ほかの書式で同じ項

目があれば再度入力し直さなければ

ならないなど、データの二次利用が

できていなかったため、カルテの電

子化は行わないで、オーダリングの

運用としていました。

　 こ う し た 中、2009 年 に HOPE/

EGMAIN-GX において、先進機能の

1 つである eXChart が搭載されまし

た。eXChart は、項目辞書で意味が

正確に定義された項目を基にカルテ

の書式をテンプレートとして作成。

サマリやレポートの記載時に、電子

カルテシステムのデータを自動収集

でき、記載・報告などの省力化・効

率化が図れます。この 1 回入力した

データを再度入力することなく使

え、二次利用も可能になることへの

期待から、同院では、カルテの電子

化に踏み切りました。

　井上氏は、「多くの病院では、院内

がん登録において、改めてデータを

入力し直していますが、この内容は

カルテのデータそのものです。また、

各診療科の医師は、それぞれ研究デー

タを自分でつくっています。当院で

は、これらのデータを病院の業務系

から抽出し集計できるようにするた

め、外科、内科、放射線科、病理科

などで『癌取扱い規約』にある用語

をがん診療の共通用語として統一

し、データを正確に取り出す仕組み

を構築していました。eXChart を稼

働させれば、電子カルテシステムの

データに対し、これと同じことが可

能になると考え、採用を決定しまし

た」と述べています。

各診療科医師へのヒアリングに
基づきテンプレートを作成

　導入からおよそ 1 年を経た現在、

同院における eXChart によるデータ

の二次利用は、当初の期待に近づい

てきています。ただし、導入当初か

らその期待どおりに使用できたわけ

ではありませんでした。

　eXChart は、ユーザーがテンプレー

トを自由につくることができ、その

支援ツールも付属します。導入時、

同院では各診療科の医師が工夫して

つくっていた手術記録などの書式

を、そのままテンプレート化して使

う予定でした。しかし、二次利用で

きる形でデータを蓄積するには、テ

ンプレートに連動した項目辞書の登

録が不可欠で、登録する用語の統一

をはじめとする膨大な作業が必要な

ことが徐々にわかってきました。そ

の全容が見えたのは稼働の 1 か月前

で、非常に厳しい状況の中で設定作

業を進めなければなりませんでした。

　作業は、医師にテンプレートのイ

メージを書いてもらうところから始

まります。次に、そこに必要な氏名

や ID、病名などの各項目について、

医療情報部のスタッフが、その扱い

の聞きとりを行います。テンプレー

トと項目辞書は切り離せないため

に、テンプレートの作成時には、項

目辞書の登録も同時に意識しながら

構築していく必要があります。「例え

ば、病名なら、当該患者の病名一覧

から選択することもできますし、病

院で取り決めた病名ではなく、研究

を目的とした学術病名を使いたいと

言われれば、自動入力は不要となる

旨を説明して、細かな調整を行って井上　裕二 教授

eXChart（エクスチャート）による
カルテ情報の二次利用に取り組み
医療技術評価の基盤の構築を図る
データを有効活用するためのシステム整備を進める
山口大学医学部附属病院

山口大学医学部附属病院では、2009 年に電子カルテシステムHOPE/EGMAIN-
GXを導入しました。その背景には、同院医療情報部部長・教授の井上裕二氏が、
HOPE/EGMAIN-GXで新たに開発された先進機能である eXChart によるデー
タの二次利用の有用性に着目したことがあります。同院では、カルテの電子化
に伴い採用した eXChart の活用を進め、データの正確性を向上、医療安全、各
医師の専門領域の研究などに役立てています。

山口大学医学部附属病院
〒 755-8505
山口県宇部市南小串 1-1-1
TEL 0836-22-2111
FAX 0836-22-2113
URL http://www.hosp.yamaguchi-u.ac.jp/

山口大学医学部附属病院では、2009 年に電子カルテシステムHOPE/EGMAIN-



24 HOPE VISION　Vol.13

介状に同じことを書く必要はなくな

ります。また、特定の項目にデータ

を自動入力させることもできます。

　「蓄積されたデータの活用を二次利

用だとすれば、診療中に記載された

データがそのまますべての同じ項目

に反映され、自動入力されるのは、

いわば 1.5 次利用とも言えます。こ

れまでは、例えば患者プロファイル

などを電子カルテシステムのある書

式で入力しても、その書式の項目に

はデータが入るものの、違う書式の

項目はブランクのままでした。しか

し、項目辞書に連動したテンプレー

トを使えば、1 回入れたデータは同

じことを 2 回入力する必要がなくな

ります。さらに、1 書式上で修正を

加えれば、ほかの書式を新規に開い

たときに、その修正が反映されてい

ます。同じデータを見ているので当

たり前のことですが、その当たり前

のことが、いままではできていなかっ

たのです」（井上氏）

　さらに、このようなデータの1.5 次

利用の有用性について、井上氏は、「効

率化や時間短縮という面もあります

が、それ以上に重視しているのは、

正確性、安全性の向上です」と語り

ます。例えば、アレルギー情報が複

数の書式で扱われているとき、ある

書式で入力していても、次にアレル

ギー情報を確認するために開いた書

式に情報が反映されていなければ、

危険を回避することができません。

しかし、どの項目がどの書式で扱わ

れているかを把握し、すべての書式

で同じ内容を入力するのは、現実的

に不可能です。項目辞書とテンプレー

トの連動により、同じ項目に必ず同

じデータが表示されることで、この

危険性は回避されます。

研究目的の資料や手術記録、
退院時サマリなどを効率的に作成

　eXChart では、情報はデータウェ

アハウスに格納され、項目辞書で統

一された項目のデータを CSV 形式

で取り出して、二次利用することが

アによる自前のツールを使用して、

項目辞書を管理しています」と、項

目辞書構築の労力を説明します。

　 そ の 上 で、 井 上 氏 は、「 当 院 で

eXChart が成功した最大の理由は、

項目辞書を医療情報部で集中管理す

ることをあきらめなかったからで

す。各科にオープンにして自由に使

えるようにすることも考えたのです

が、内科医と外科医の概念と表現が

少しでも違うと、別の項目として登

録 さ れ て し ま い ま す。 そ れ で は

eXChart は本来の機能を発揮でき

ず、単なるテンプレートビルダーに

なってしまうのです。副部長の石田

准教授の臨床的センスとあきらめな

い気持ちが、それを可能にしました」

と、項目辞書に使う用語統一の重要

性を強調しています。

入力データをすぐに二次利用でき
確実なデータの反映で安全性も向上

　eXChart を活用すれば、1 回入力

したデータを、別の書式で再度入力

する必要がなくなります。例えば、

いったん初診時に所見を書けば、紹

いきました」（井上氏）。

　電子カルテシステムへ切り替えて

からも、テンプレートの作成は続き、

2010 年 10 月の時点では、病院共通

のテンプレートが 10 種類、診療科ご

とに使うテンプレートが 261 種類ま

で増えています。テンプレートは、

シェーマなどの図を入れ、そこにタ

ブレットで赤くマークするような使

い方も可能です（図 1）。

項目辞書の集中管理が
効果的な二次利用を可能に

　項目辞書の構築も、多くの壁に突

き当たりながらの作業となりまし

た。井上氏は、「項目辞書の管理ツー

ルが、用意されていませんでした。

そのため、初期は記憶に頼って構築

していったのですが、例えば患者 ID

という項目が、ある書式では別の番

号が使われているという失敗もあり

ました。このときは院内の基本項目

にある方を用いるという方法で対処

しましたが、このようにして少しず

つ項目辞書を成長させました。いま

は、市販のデータベースソフトウェ

図 1　 eXChart による患者説明用文書の画面構成（左）と印刷時の出力様式（右）
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eXChart（エクスチャート）によるカルテ情報の二次利用に取り組み医療技術評価の基盤の構築を図る

できます（図 2）。「先日も、学会の

症例データ調査のため乳がん患者の

データを抽出し、指定された書式に

落とし込んで使っていました。この

ように、診療が終わった後、医師が

自分の専門領域について記録をまと

めたり、データ集計することは日常

的な要望です。従来の出力した資料

を見ながら再入力するような作業

は、eXChart によって解消すること

を期待しています」（井上氏）。

　また、同院では、CSV 形式で取り

出したデータを、臨床の記録として適

切な書式の形で出力できるような仕組

みを、一般的なデータベースソフト

ウェア（FileMaker）を使って構築し、

2010 年の 8 月から院内で公開してい

ます。井上氏は、「情報処理に詳しい

医師なら CSV 形式で提供されたデー

タの解析を行ったり、いろいろと加

工できるかもしれませんが、普通の

医師にとっては容易ではありませ

ん。そこで eXChart のテンプレート

と同じ形の書式を再現できる仕組み

をつくりました」と述べています。

　電子カルテシステム内のデータの

管理責任者は病院長ですが、二次利用

のために医師が取り出したデータ

は、診療科の科長が管理責任を負いま

す。その切り分けを明確にするため、

データの抽出と提供はゲートウェイ

サーバを経由する仕組みになってい

ます。こうした環境を整え、現在では

退院時サマリや手術記録などを書式付

きで出せるようになりました（図 3）。

改善点があるものの
それを上回る有用性と将来性

　同院では、短い期間で、eXChart

を使ったデータの二次利用が可能な

環境を構築しました。しかし、それ

には病院側の担当スタッフの労力が

不可欠でした。井上氏は言います。

　「項目辞書を病院が一から構築する

のは、きわめて困難です。ベンダー

側には、いくつかの典型的なテンプ

レートと、それを動かす項目辞書を

パッケージで提案してほしいので

す。また、項目辞書を構築するため

の管理ツールも必要です。どの項目

をどのテンプレートで使っているか

が一目でわからないのは困ります。

実際には、項目辞書の作成よりも、

各診療科が必要とするテンプレート

の作成を優先せざるを得ませんの

で、後日、近似の項目を上位概念で

まとめて定義できるような仕組みも

不可欠です。さらに、二次利用のた

めのデータを CSV 形式だけでなく、

書式付きで取り出すことが選択でき

れば、情報処理に詳しいヘビーユー

ザ ー だ け で な く、 普 通 の 医 師 が

eXChart の有用性を実感できるで

しょう。富士通には、早急に項目辞

書のひな形を整備するなど、機能改

善を実施してもらいたいです」

　これらのことから、少なくとも現

時点で eXChart を導入する場合は、

一定の労力を要することを覚悟すべ

きだとの見方を示しています。しか

しそれを踏まえた上で、eXChart の

有用性、そして将来性について、井

上氏は高く評価しています。

　「手書きの方がよい書類もあります

から、手書きをなくすつもりは毛頭

ありません。しかし、手書き文書の

スキャン画像は、データとして二次

利用できないことを各部門には伝え

てあります。最近では、手書き書類

のスキャニングの依頼は、医師が記

載するカルテに限定すると 1 日に 

5 件程度にまで減ってきました」と

井 上 氏。 こ の こ と は、 各 医 師 に

eXChart の有用性が認知されるよう

になった証左と言えるでしょう。

　導入から約 1 年、同院では、eXChart

の持つ可能性と将来性を探りつつ、

今後さらに医療技術評価に活用可能

な情報基盤の構築を進め、医療の質

の向上に取り組んでいきます。■

図 3　eXChart による退院時サマリ作成画面

図 2　 時系列ビュー
（左）のデータ
を CSV 形 式 
で 出 力 し て、
Excel で表示
可能（右）
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患者さんや家族へ安心を与え
地域の信頼を得る医療を提供

　慈圭病院の歴史は古く、1952年に岡

山大学精神科の専門医が創設した精神

科専門病院として発展を遂げ、県内の

精神科医療の中核的な役割を担ってい

ます。「創設以来、『わが子でも安心し

て任すことのできる精神病院』を理念

に掲げ、職員1人ひとりが、患者さん

とそのご家族の信頼に足る病院である

ことを追求し、慈愛の医療に徹してき

ました。また、患者さんの自由と自主

性を重んじ、社会復帰まで継ぎ目のな

い医療の実現をめざしてきました」。

堀井茂男院長は、病院の理念・精神を

述べています。

　そうしたポリシーの具現化として、

24時間完全開放の病棟整備をはじめ、

デイケアやリハビリテーション活動の

中核施設である養浩館を開設。さらに

は病院と社会の中間施設である浦安荘

を造るなど、患者さんのスムーズな社

会復帰をめざすための施策を展開して

きました。また、さまざまな行事を主

催して地元住民との交流の場を設ける

など、家族支援と精神病に対する住民

の啓発・偏見の排除にも努めています。

堀井院長は、「われわれ自身がさまざ

まな施策を通して地域社会と密接に交

流することで、精神病の正しい理解が

広まるとともに、患者さんのためにも

なると確信しているからです」とその

思いを語っています。

　一方で、精神医療審査会をはじめ、

市の嘱託医、県内5か所の保健所の嘱

託医としてスタッフの派遣を行うなど、

公的な役割も担っています。これも信

頼でき、仕事のできる医療スタッフが

在籍していることの証左であり、患者

さんや家族に“安心と信頼”を与えてい

ると堀井院長は指摘しています。

長期の慎重な選定作業
導入計画の戦略性も重視

　慈圭病院が診療現場のIT化推進を

検討し始めたのは、2005年末。「精神

科医療に関しては県下のトップクラス

にあると自負していますが、ITの整

備が遅れているのはいかがなものかと

いう思いがありました。精神科の診療

録の電子化はさまざまな課題がありま

すが、それ以外の部分のIT化を総合

病院並みにしなければという考えでし

た」。佐藤創一郎病棟医長は、オーダ

リングシステム導入の検討を始めた動

機を述べています。

　 各社製品の情報収集に始まり、 

3社からのプレゼンテーション、導入

病院の見学など、約1年半を費やして 

最終的に採用を決定したのが、京セラ

丸善システムインテグレーションの

MEDIC EHR/Pでした。

●病院データ●
〒 702-8508
岡山県岡山市南区浦安本町100-2
TEL 086-262-1191
FAX 086-262-4448
URL http://www.zikei.or.jp/

慈圭病院は、600床の精神療養病床や急性期治療病床、認知症病床
を有し、1日平均約200人の外来診療を展開。定員140人のデイケア・
作業療法棟や福祉ホームなども併設する岡山県下で最大級の総合精
神科専門病院です。精神科医療の中核病院である同院では、2009年
11月に京セラ丸善システムインテグレーションのオーダリング・電子
カルテシステムMEDIC EHR/P（メディック・イー・エイチ・アール・
ピー）のオーダリングが全面稼働。診療スタッフの業務を大幅に効率
化し、診療サービスの向上へとつなげています。

精神科病院向けオーダリングシステム導入で
職員の業務効率化を実現し患者サービスの質を向上

財団法人慈圭会 慈圭病院

堀井　茂男 院長 永井　秀樹 医事課長 秋山　千広 看護副部長佐藤 創一郎 病棟医長
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　機種選定に際しての前提条件は、導

入ずみの富士通の医療事務システム

（オーダリングシステム導入時に更新）

をはじめ、薬局システム、検査システ

ムなどの部門システムを変更すること

なく接続できること。永井秀樹医事課

長は、「最終的に精神科病院向けシス

テムの2社が候補になりましたが、

MEDIC EHR/Pは新バージョンを開

発中であり、当院の要望を取り込みな

がら共同で機能進化させていけるとい

う期待から採用に至りました」と選定

の背景を述べています。

　また、同院では確実かつ混乱のない

運用にこぎ着けられるよう部門による

段階的導入を計画していましたが、テ

スト運用による検証と発生した課題の

対処法、あるいは職員に対する教育方

法などにおいて、段階的な導入に向け

た戦略を持っているベンダーであるこ

とも重視しました。

段階的稼働で病棟スタッフ
の不安を払拭

　オーダリングシステム導入に先立

ち、部門システムの更新、グループウェ

アの導入などを経て、2008年7月から

本格的なプロジェクトが始動しまし

た。導入を成功させるために同院では

職員一丸となってプロジェクトを推進

することが必要と考え、オーダリング

推進チームを立ち上げて現場スタッフ

による業務の棚卸しやマスタ構築のた

めの検討を実施。実に全職員の1割に

当たる40名がプロジェクトを推進し

ました。実際にはオーダリングシステ

ムを業務で利用しない職員もオペレー

ション指導に参加するなど、病院全体

の一大事業として取り組みました。

　本稼働は、病棟に続いて外来の順と

なりましたが、病棟稼働は11病棟の

うち3か所を先行病棟に選定。まず入

退院・移動・食事・検査・医事の各オー

ダを、次に同じ先行病棟で処方・注射・

処置オーダを稼働させ、そして全病棟

での作業療法を含む入院系オーダを運

用開始。最後にデイケアを含む外来系

オーダ稼働という4段階の稼働でス

ムーズな移行を実現しました。

　特に病棟での段階的稼働で重要な役

割を果たしたのが、秋山千広看護副部

長でした。「看護部は約200名で、シ

ステム化による影響が大きく、マウス

さえ使ったことのないスタッフたちか

ら離職者を出さないようにすることが

私の目標でした。導入前のトレーニン

グでの支援はもとより、病棟を分けて

オーダ種ごとに稼働させた際も、先行

病棟で発生した問題とその解決の窓口

を一手に引き受け、後から稼働する病

棟スタッフが不安なく運用できるよ

う、指導・アドバイスに徹しました」と、

秋山看護副部長は当時を振り返りま

す。この秋山看護副部長を中心とした

先行病棟スタッフの支援が、全病棟で

のスムーズな稼働という成功へ導いた

と言えます。

業務の効率化で患者さんと
向き合う時間が増加

　オーダリングシステムが全面稼働し

たのは2009年11月。約1年が経過し、

最も導入効果を享受したのが看護ス

タッフです。

　秋山看護副部長は、「看護部には日

直業務と呼ばれるオーダ伝票の起票・

集配を一手に行う仕事がありました。

他院と比べてもオーダ伝票が膨大で、

かつ細かいルールがあるため、その作

業に忙殺されていたのが実情。それが

大幅に削減され、看護スタッフは患者

さんと向き合う時間が多くなりまし

た」と導入効果を強調します。もちろ

ん、医事課スタッフも医事会計システ

ムへの伝票入力作業が極少化したこと

による負担軽減は大きいと言えます。

　一方、ドクターのメリットとして佐

藤病棟医長は、「システムによって業

務の可視化が進み、患者さんの治療状

況を含め病院全体の動きが見えるよう

になりました」と述べています。また、

過去の薬歴参照が簡単になり、処方・

治療計画の参考にしやすくなった点も

導入効果として指摘します。

　今後、慈圭病院ではシステム化され

たオーダ手法をさらに洗練させるとと

もに、請求業務にかかわらないオーダ

業務へのシステムの拡張を進めていく

計画です。■

（慈圭病院の取材では、京セラ丸善システム
インテグレーション株式会社様にご協力を
いただきました）

慈圭病院の MEDIC EHR/P システム構成図

処方・患者属性   
オーダリングシステム   

MEDIC EHR/P

・ 患者選択
患者検索、病棟患者
一覧

・ オーダ指示
処方、注射、処置、
検体検査、生理検査、
病棟移動、病名登録、  
精神科作業療法、
精神科デイケア  

・ 参照機能
検査歴参照、薬歴参照   

検査依頼   

受付・結果   

検査システム   

食事せん
栄養管理
システム   

患者属性・保険   

会計・移動・
食事・病名  

食事・属性・移動

：既存システム

医療事務
システム

（HOPE/SX-J） 薬局   
自動調剤機
システム
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Information 富士通の最新情報のご紹介

富士通医療ソリューション・トピックス

「医療の新しい潮流、これからの
医療改革を考える」がテーマ
　富士通では、2010年5月13（木）、
14 日（金）の 2 日間、東京国際フォー
ラム（東京都千代田区）において、
富士通フォーラム 2010 を開催しま
した。この中で、13 日午後には、医
療特別セミナー「第 12 回 富士通病
院経営戦略フォーラム」を開催しま
した。今回のテーマは、「医療の新し
い潮流、これからの医療改革を考え
る」。政権交代などによって医療改革
が転換期を迎え、病院経営の環境も
大きく変わりつつあります。このよ
うな状況の中、医療機関は今後どの
ように病院経営に取り組むべきかを
考える場として企画しました。
　コーディネータは、ジャーナリス
トで国際医療福祉大学大学院教授の
黒岩祐治氏。プログラムは、2 題の
特別講演とパネルディスカッション
で構成しました。

診療報酬改定やEBMを
テーマにした特別講演
　先に行われた特別講演では、まず
特別講演 1 として国際医療福祉大学
大学院教授の武藤正樹氏が登壇。「診
療報酬改定と医療の新たなトレンド
─メディカルスタッフが支える病院
医療」と題して講演しました。武藤
氏は、2010 年度の診療報酬改定に
おいて「医療事務作業補助体制加算」
が大幅に拡充されたことを受けて、
医療事務作業補助者の活用について
期待を示しました。また、チーム医
療に対する加算として新設された「栄
養サポートチーム加算」と「呼吸ケ
アチーム加算」についてもその概要
を説明。さらに武藤氏は、「これから

はスキルミクス（多職種協働）の時代」
と述べ、注目されるナース・プラク
ティショナー〈ND（診療看護師）〉
の同大学における養成プログラムや
職務内容について解説をしました。
このほか、介護との連携も評価され
るようになった地域連携パスなどの
説明もしました。武藤氏は、講演の
まとめとして、2012 年度の診療報
酬と介護報酬の同時改定に向けて、
医療と介護の連携を進めていくべき
と訴えました。
　特別講演 2 では、東京女子医科大
学医学部衛生学公衆衛生学教室主任教
授の山口直人氏が、「病院の診療の質
向上における EBM、診療ガイドライ
ンの活用」をテーマに講演しました。
山 口 氏 は EBM（Evidence Based 
Medicine）に基づいた診療方針の決
定には、医学文献の収集、文献の妥当
性の評価、文献に示された科学的根拠
の総合的な評価をしなければならない
と述べました。その上で、現在の医療
環境の中では、医師がそれを行うこと
は時間的、技術的に困難であるとの見
方を示し、この問題を解決するために
は、診療ガイドラインを活用するべき
であると強調しました。さらに山口氏
は、インターネット上で診療ガイドラ
インを参照できる医療情報サービス

「Minds」を紹介。将来的には、電子
カ ル テ シ ス テ ム か ら ス ム ー ズ に
Minds を参照できるような仕組みが
望まれると期待を示しました。

パネリスト講演では
民主党の医療政策などが演題に
　休憩を挟み、パネルディスカッショ
ンに先立って、コーディネータの黒岩氏
によるイントロダクションがあり、そ

の後パネリスト講演が行われました。
　まず、「自治体病院に求められる医
療改革」と題して、稲城市立病院院
長の一條眞琴氏が講演しました。一
條氏は、公立病院には、精神的改革、
経営的改革、質的改革への取り組み
が求められていると述べました。そ
して、精神的改革として公務員体質
から脱却すること、経営的改革とし
て自院の強みを持つこと、質的改革
として新たなインフォームド・コン
セントに取り組むことなどを挙げま
した。この新たなインフォームド・
コンセントへの取り組みとして、一
條氏は、開発にかかわったケアボイ
ス（医療現場録音システム）につい
て紹介しました。
　続いて、医療法人財団河北総合病
院理事長の河北博文氏が、「データの
戦略的活用　民間病院の抱える経営
課題〜病院に求められる経営姿勢と
これからの制度改革への期待〜」を
テーマに講演しました。河北氏は、
病院経営においては、データの活用
が重要であるとし、それができてこ
そ戦略的な病院経営が可能になると
述べました。また、河北氏は、医療
の質とは必要な医療が適切に得られ
ることであると言及。財団法人日本
医療機能評価機構が新たに計画して
いる質の評価についても触れたほか、
診療のストラクチャー、プロセス、

富士通フォーラム  2010
医療特別セミナー「第12回  富士通病院経営戦略フォーラム」

多くの参加があったフォーラム会場
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Information

●編集後記
◆10月にNHKでもお馴染みの生物多様性条約第10回締約国会議「COP10」が名古屋で開催され行ってきま
した。毎年4万種の猛烈なスピードで種の絶滅が進んでいる現状は、生体系のバランス崩壊、人類も含めた食物
連鎖の分断に至り生命そのものを危うくしています。WWFが進める野生生物を守る活動が印象的でした。（香）
◆秋田の電子カルテシステムの取材では、お子様をお誕生から成人として送り出すまで、長期にわ
たる健康状態を把握されており、そのためにもカルテ情報の電子化が必要だとお聞きしました。ま
さに生涯カルテのさきがけではないかと感じました。（松）
◆取材を通じて病院でのアメニティ向上と環境エコを両立させる難しさを実感しました。（平）
◆出版作業を進めると共に季節が移り変わり、一気に冷え込んできました。長く続いたあの猛暑が
懐かしく感じてなりません。また、最近、世界各地で勃発する事象は少し行き過ぎるようなので、
このVol.13 が皆様のお手元に届く頃、大雪が積もっているかもしれません。（岩）
◆地域連携は改めて、双方の信頼と協力なくしては、成立が難しいという事を、幡多けんみん病院
様、筒井病院様を取材させていだだいて思いました。（池）
◆環境、eco……「それって環境、eco？」って最近疑問に思ったことがありました。壁面緑化で蔓植物を
育ててる、けど夜になればその蔓植物のライトアップをしてるというのは、どうなんでしょうか……。（津）

2010 年 11月 19日発行
発　　　行	 富士通株式会社
編集・制作	 富士通株式会社
	 ヘルスケアソリューション事業本部
	 「HOPE	VISION」企画・編集グループ
	 〒 105-7123	 東京都港区東新橋 1-5-2
	 汐留シティセンター
	 TEL	03-6252-2572　
	 URL		http://jp.fujitsu.com/solutions/

medical/
©富士通株式会社　2010　禁無断転載

アウトカムという評価の考え方につ
いても説明しました。
　この後登壇した、医療情報研究所
代表の伊藤隼也氏は、「患者の求める
医療改革」をテーマに講演。まず日
本の医療の基礎的情報として、医師・
看護師数などの OECD データによる
国際比較結果を示しました。その上
で、患者中心の医療について、医師
と患者さんの間に考え方の乖

かい

離
り

があ
ると述べました。そして、患者中心
の医療を実現するためには、イン
フォームド・コンセント、セカンド
オピニオン、情報公開が重要である
とまとめました。
　次いで、「民主党が考える医療政策」
をテーマに参議院議員の梅村聡氏が
講演しました。梅村氏は、2010 年

度予算における社会保障費が前年度
比で＋9.8％となり、診療報酬も10年
ぶりにプラス改定になったことは評
価できると述べました。また、梅村
氏は安定した社会保障費を確保する
ために、デフレ脱却と景気回復、医
療費を社会保険料方式とすること、
税・社会保障共通番号制度とするこ
とが求められるとの見方を示しまし
た。そして、民主党のめざす医療政
策として、地域医療コミュニティの
再生、フリーアクセスのある程度の
制限、シンプルでコストを反映した
診療報酬体系などを挙げました。

自治体病院のあり方などを議論
　この後、黒岩氏の司会進行による
パネルディスカッションが行われま

した。まず、自治体病院の必要性に
ついて、一條氏と河北氏が不採算医
療への取り組みについて意見を交わ
した上で、梅村氏が診療報酬上で評
価できるようにすることが重要だと
述べました。また、地域主権の医療
についても話し合われました。伊藤
氏は病床規制などの規制をなくして
いく時期に来ているのではないかと
の考えを示し、河北氏は競争原理を
働かせながら、地域医療を管理でき
るような仕組みが必要だと意見を出
しました。
　このほか、グランドデザインの必
要性や、混合診療、競争原理、レセ
プトデータなどをキーワードに活発
な議論が繰り広げられ、盛況のうち
にフォーラムは閉会しました。
　次回の「第 13 回 富士通病院経営
戦略フォーラム」は 2011 年 5 月
19 日（木）、東京国際フォーラムで
開催する予定です。

●セミナー抄録掲載ページ
URL　http://jp.fujitsu.com/solutions/
medical/events/jmeds/2010/0401/

パネルディスカッションの様子

パネリスト： 
一條　眞琴 氏

特別講演 2： 
山口　直人 氏

特別講演 1： 
武藤　正樹 氏

コーディネータ： 
黒岩　祐治 氏

パネリスト： 
梅 村　 聡 氏

パネリスト： 
伊藤　隼也 氏

パネリスト： 
河北　博文 氏
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